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は じ め に 
 

 乳幼児期の教育及び保育は、生涯にわたる人間形成の基礎を培うために極めて

重要です。乳幼児期において、全ての子どもに格差なく質の高い乳幼児期の教育を

保障し、一人一人のよさや可能性を伸ばしながら、生涯にわたる生活や学習の基盤

を育んでいく必要があります。 

 本県では、２００８年３月に、幼稚園教育要領及び保育所保育指針の改訂に合わ

せて、０歳児から小学校移行期まで一貫した流れの中で、本県の教育推進の重点方

針に基づいた保育実践ができるよう、「秋田県就学前教育振興アクションプログラ

ム〜秋田っ子いきいきドリームプログラム〜」を策定しました。 

２０１８年４月には、新しい幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定

こども園教育・保育要領が施行されるとともに、小学校学習指導要領にも「幼児期

の終わりまでに育ってほしい姿」が示されるなど、これまで以上に小学校教育との

接続が重要視されています。 

 こうした中、県教育委員会では、全ての子どもに質の高い教育・保育を提供する

ために、市町村と連携して「教育・保育アドバイザー」の配置や育成、市町村単位

の研修会開催等、支援体制の構築に取り組むとともに、保護者や地域の方々とも一

体となって就学前教育の推進を図るため、その指針となる「秋田県就学前教育振興

アクションプログラムⅡ」を策定しました。 

 本プログラムは、各種研修会はもちろん、各園における日々の教育・保育の場で

も参考となるよう工夫しておりますので、多くの方々に活用いただければ幸いで

す。 

本プログラムの改訂に当たり、学識経験者や教育・保育関係団体等の皆様から貴

重な御意見、御提言をいただきましたことに、心からお礼申し上げます。 

 

 

 

２０１９年３月 

                    秋田県教育委員会 

教育長 米田 進  
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Ⅰ プログラム策定の趣旨 
１ 策定の趣旨 

・乳幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、小学校以

降の学びの基礎となることの理解推進 

・「子ども・子育て支援新制度」の本格実施により、「量」と「質」の両面から子どもの育ちと

子育てを社会全体で支援 

・幼稚園・保育所・認定こども園等を一元的に所管する秋田県のよさを発揮し、０歳から就学

前までの連続した生活や遊びを支援 

・秋田県の就学前教育・保育の現状と課題を踏まえるとともに、改訂（改定）された幼稚園教

育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づいた質の高い教

育・保育の提供 

・教育・保育における秋田県の指針となる「秋田県就学前教育振興アクションプログラムⅡ」

を策定し、県と市町村、園が共に乳幼児期の教育・保育を推進 

２ これまでのプログラム策定の経緯  

 

 

 

 

 

   

 

※「教育・保育」の用語について 

   「幼児教育」とは、幼児に対する教育を意味し、幼稚園における教育、保育所や認定こども

園における教育、家庭における教育、地域社会における教育を含む広い意味で捉えられていま

す。一般的には、満３歳以上の幼児に対する教育を意味して使われることも多い用語です。 

「保育」という用語は、就学前教育・保育の場において様々な定義で用いられてきました。

基本的には、乳幼児を養護し教育することであり、「養護」と「教育」が一体となった概念です。

いずれの年齢、いずれの施設においても就学前の子どもの生活や学びを一貫して支える上では、

「教育」「保育」は一体となって行われるべきものと考え、本アクションプログラムでは、原則

的に「教育・保育」と表記します。 

 

 

 

 

 

 

 

・２００４年３月 秋田県就学前教育振興プログラム 

         「ちびっ子県民の健やかな成長に向けて」策定 

・２００６年３月 「秋田県０～２歳児の保育（手引き）」作成 

・２００８年３月 秋田県就学前教育振興アクションプログラム 

～秋田っ子いきいきドリームプログラム～ 
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Ⅱ 秋田県の就学前教育・保育 

１ 目指す子ども像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本県の乳幼児を取り巻く現状と課題 

（２０２３年 秋田県における就学前教育・保育に関するアンケート調査結果等より) 

項目 ○現 状 と ●課 題 

園
運
営
の
充
実 

 

○93％の施設で教育・保育に必要な人的・物的な資源を外部から積極的に活用してい

る。 

○92％の施設で園における自己評価を実施している。 

○78％の施設で園の重点目標について保育者間で共通理解を図り設定している。 

○前年度の取組を基に重点目標を設定し年度始めに共通理解を図っている。また、重点

目標の具現化に向けて、重点目標の意味や取組の進捗状況を定期的に確認したり、園

内研究を通して計画的に保育改善に努めたりしている園もある。 

○管理職が一人一人の職員を尊重しながら適切な役職や役割を与えてチームで園運営

を進めている園もある。 

●園評価の計画的な実施や活用の仕方については、園によって取組の差がある。 

●どのような園にしていきたいのかというビジョンが明確ではない園が見られる。 

●働きがいのある職場環境にするためのスタッフマネジメントや人材育成を図る園の

体制づくり等で課題が見られる。 

●園全体の取組を俯瞰し、カリキュラムマネジメントと関連した園運営を進めていく

ことにおいてはまだまだ支援が必要である。 

教
育
・
保
育
の
充
実 

 ○教育・保育の質的向上を目指すため、99％の施設が園内研修を園務分掌に位置付け

組織的に行っている。 

○教育・保育の充実を図るため、外部の人材（指導・助言・相談等）を活用する必要性

を感じている施設はほぼ 100％である。 

○自園の教育・保育の充実のために、研究テーマを掲げ計画的に取組を進めている園が

多くなってきている。 

●園によって「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」の捉えがまちまちである。指導

の改善に生かしていくことができるように園の実態に応じた指導が必要である。 

●子どもの姿を深く見取り、保育改善に結び付けることに課題がある。子どもの内面理

秋田の将来を支える高い志にあふれる

人材の育成 

～大変革の時代～新秋田元気創造プラン 

「教育・人づくり戦略」 

ふるさとを愛し、社会を支える自覚
と高い志にあふれる人づくり 
秋田の教育振興に関する基本計画 

「秋田県の教育の目指す姿」 
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３ 推進の基本的な考え方 
  

 

 

 

 

 
 

 

 

 

４ 推進の重点 

（１）乳幼児期の発達の連続性や特性を踏まえた、生きる力の基礎を培う教育・保育の充実 

  ・２０１７年３月告示の幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・

保育要領及び秋田県就学前教育振興アクションプログラムⅡ（２０２５版）の趣旨につい

て周知し、理解推進を図る。 

   ・ふるさと教育を基盤とした、０歳児から始まるキャリア教育、「“『問い』を発する子ども”

の育成」につながる教育・保育の理解を深め、推進する。 

   ・各種研修会や訪問指導等を通して、教育・保育内容に関する研修を支援する。 

   ・一人一人の教育的ニーズに応じた特別支援教育の園内体制を構築し、教育・保育の充実が

図られるように支援する。 

解に基づいた保育記録及び評価の活用について理解を更に深める必要がある。 

園
に
お
け
る
子
育
て

支
援
の
充
実 

 

○子育て支援体制を構築し計画的に取組を進めている。 

○子育て支援に関する情報について、ホームページや ICT等を活用した発信の工夫が

見られる。 

●地域の未就園児がほとんどいないため、子育て支援事業を利用する家庭が少ない現

状である。在園児に対する子育て支援の充実がより求められている。 

●地域の関係機関との連携及び協働的な取組を推進していく必要がある。 

教
職
員
研
修
の
充
実 

 

○できるだけ多くの保育者が園内研修に参加できるように、時間帯を工夫したり、園内

体制について柔軟に対応したりしている。 

○公開保育の際に、市町村内の就学前教育・保育施設、小学校等へ参観を呼び掛け、よ

りよい教育・保育の実践に向けて活発な意見交換を行っている。 

○園内研修リーダーが中心となり、組織的・計画的な取組をしている園が見られてきて

いる。 

●園内研修と保育実践がそれぞれの取組となってしまっている園がある。 

●園の実態を捉え、保育改善にしていくための研修の在り方が園によって差がある。 

そ
の
他 

 

○小学校との連携や接続を図っている園がほとんどである。 

（子ども同士の交流 80％、保育者・教員間の情報交換 93％） 

●小学校との接続を見通した自園の指導計画等の見直しを、小学校と一緒、もしくは意

見をいただきながら行っている園は 16％である。 

子どもの居場所がどこであっても、全ての子どもに質の高い教育・保育の機会を

提供します 
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（２）園の課題に応じた主体的な研修の推進 

   ・自園の課題を明確化し、計画、実践、評価・改善のＰＤＣＡサイクルを機能させた、体系

的・計画的な園内研修の推進を支援する。 

   ・子どもの姿や園の実情を踏まえた教育・保育の全体計画を作成し、計画的にカリキュラム・

マネジメントを確立させ、実施・評価・改善できるように支援する。 

・園内研修を推進するリーダーを育成し、園内研修の活性化を支援する。 

 

（３）乳幼児期の教育・保育と小学校教育の円滑な接続の推進 

   ・各園が乳幼児の実態等に応じて「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を視点として、

子どもの育ちや発達過程を職員間や、家庭・地域、小学校等と共有できるように、研修の

機会提供や情報提供を図る。 

   ・乳幼児期に育まれた資質・能力を小学校教育へつなげるための架け橋期のカリキュラム作

成に向け、機会の提供や情報提供等を図る。 

   ・双方の教育・保育の特徴を理解するための保育者と小学校教職員の相互研修を推進できる

ように、園や小学校等及び市町村の福祉部局、教育委員会に連携・協働しながら取組を進

めるよう働き掛ける。 

 

（４）子育て支援の充実 

・子どもの育ちが家庭や地域の生活と連続していることを踏まえ、保護者に保育方針や子ど

もの成長を発信し、子どもの育ちを保護者と共に喜び合う子育て支援を推進する。 

・在園児及び地域の保護者に対する積極的な子育て支援を推進する。 

 

（５）乳幼児期の教育・保育の理解 

・学校（園）評価や学校（園）関係者評価の実施と結果の公表や様々な情報発信による開か

れた園経営を推進する。 

・所管研修や訪問指導を通した秋田県就学前教育振興アクションプログラムⅡの周知、活用

等を通して就学前教育・保育の理解を推進する。 

 

５ 推進体制 

（１）県 

   ・地域の就学前教育・保育の拠点である「幼児教育センター」として、就学前教育・保育施

設等に対する指導・助言、保育者への研修の機会提供、教育・保育アドバイザーの育成及

び教育・保育の理解促進を図る情報発信等を担う。 

   ・教育庁関係課・所、外部関係機関との連携を図り、県の課題解決を図る。 

   ・教育・保育アドバイザーの配置や教育・保育内容等に関する技術的な助言等を通して、市

町村就学前教育・保育施設担当課と共に就学前教育・保育の推進体制構築を目指す。  

   ・就学前教育・保育施設担当課と教育委員会の部局間連携により幼保小連携の充実を図る。 
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（２）市町村就学前教育・保育施設等担当課 

・担当する就学前教育・保育施設等の適切な運営に向け、財政的・条件整備的な支援を行う。 

・就学前教育・保育施設担当課、教育委員会、県が相互に連携を図りながら、就学前教育・

保育を推進する。 

  

（３）就学前教育・保育施設等 

  ・幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づいた教

育課程の編成及び全体的な計画の作成と計画的なカリキュラム・マネジメントを確立し、

子どもの主体性を尊重した質の高い教育・保育を推進する。 

  ・自園の実態及び課題の解決に向けたＰＤＣＡサイクルに基づいた研修を推進し、保育者の

専門性向上を図る。  

 

Ⅲ 具体的な取組と方策 

１ 教育･保育の充実 

   乳幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な役割を担っています。

教育課程その他の教育・保育の内容に基づいた計画的な環境をつくり出し、乳幼児期の教育・

保育における見方・考え方を十分に生かしながら、その環境に関わって子どもが主体性を十分

に発揮して展開する生活を通して、望ましい方向に向かって子どもの発達を促すようにするこ

と、すなわち「環境を通して行う」ことが基本となります。 

   秋田県では、子どもの居場所がどこであっても、等しく質の高い教育・保育を受けられるよ

う、次のことの理解推進を図ります。 

 

 （１）子どもの育ちを支える生活や遊びの充実と保育者の役割  

  ① 育みたい資質・能力及び「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」 

     ２０１７年３月告示の要領・指針等において、生きる力の基礎を育むために、乳幼児期

において育みたい資質・能力として、「知識及び技能の基礎」「思考力・判断力・表現力等

の基礎」「学びに向かう力、人間性等」の３つが示されました。これらの資質・能力は、５

領域（「健康」「人間関係」「環境」「言葉」「表現」）を踏まえ、遊びを通しての総合的な指

導により一体的に育まれるものです。 

       また、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」についても新たに示されました。これ

は、５領域のねらい及び内容に基づいて、乳幼児期にふさわしい生活や遊びを積み重ねる

ことにより、乳幼児期において育みたい資質・能力が育まれている幼児の具体的な姿であ

り、特に５歳児の後半に見られるようになる姿です。 

      保育者は、遊びの中で幼児が発達していく姿を「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」

を念頭に置いて捉え、子ども一人一人の発達に必要な体験が得られるような状況をつくっ

たり必要な援助を行ったりするなど、指導を行う際に考慮することが求められます。実際

の指導では、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」が到達すべき目標ではないことや、

個別に取り出されて指導されるものではないことに十分留意する必要があります。 
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② 生活や遊びを通しての総合的な指導 

○総合的な指導 

乳幼児期には諸能力が個別に発達していくのではなく、相互に関連し合い、総合的に発 

達していきます。 

例えば、砂場での遊びという一つの活動の中でも、子ども 

は、「何を作ろうかな。」と、様々にイメージしたり、思考し 

たりします。自分の思いを相手に伝えようと自分を表現した 

り、相手を理解しようとしたりもします。さらには、コミュ 

ニケーションをとりながら、相手に合わせた行動をとった 

り、役割を行ったりしていきます。また、用具を使うことで、 

身体の運動機能を発揮し、用具の使い方や素材の特質を知り 

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」 

健康な 

心と体 
自立心 協同性 

思考力の 

芽生え 

自然との 

関わり・ 

生命尊重 

道徳性・ 

規範意識の 

芽生え 

社会生活 

との関わり 

数量や図形、

標識や文字な

どへの関心・

感覚 

言葉による 

伝え合い 

豊かな 

感性と表現 

育みたい資質・能力のイメージ図 

乳
幼
児
期
の
教
育
・
保
育
（
環
境
を
通
し
て
行
う
） 

学びに向かう力、人間性等 

（心情、意欲、態度が育つ中で、よりよい

生活を営もうとする） 

 

思考力・判断力・表現力等の基礎 

（気付いたことや、できるようにな

ったことなどを使い、考えたり、

試したり、工夫したり、表現した

りする） 

知識及び技能の基礎 

（豊かな体験を通じて、感じたり、

気付いたり、分かったり、できる

ようになったりする） 

遊びを通しての 

総合的な指導 
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ます。イメージしたものが完成すれば、達成感や協力して作った友達への親密感を覚えま 

す。このように、子どもの様々な側面の発達が促されていくための諸体験が一つの活動の 

中で同時に得られ、相互に関連し合いながら総合的に発達していくのです。 

したがって、具体的な指導の場面では、遊びの中で子どもが発達していく姿を様々な側 

面から総合的に捉え、発達にとって必要な経験を得られるような状況をつくることを大切 

にし、子どもが遊びをどう展開していくかに留意しながら適切な指導を行わなければなり 

ません。 

 

○乳児保育の「３つの視点」  

要領・指針等の改訂（改定）においては、乳児期の発達の特徴を踏まえた「ねらい及び

内容」として、３つの視点が示されました。乳児期は、心身の様々な機能が未熟であると

同時に、発達の諸側面が互いに密接な関連をもち、未分化な状態です。そのため、安全が

保障され、安心して過ごせるよう十分に配慮された環境の下で、乳児が自らの生きようと

する力を発揮できるよう、生活や遊びの充実が図られる必要があります。その中で、身体

的・社会的・精神的発達の基礎が培われていきます。こうした乳児の育つ姿を尊重すると

き、その教育・保育の内容として、 

「身体的発達に関する視点～健やかに伸び伸びと育つ」 

「社会的発達に関する視点～身近な人と気持ちが通じ合う」 

「精神的発達に関する視点～身近なものと関わり感性が育つ」 

という視点が導き出されます。それぞれの「ねらい」「内容」「内容の取扱い」では、具

体的に保育がイメージできるように示されています。３つの視点は、それぞれ単独に捉

えるものではなく、相互に関連し合って子どもの発達を促しているものであることを踏

まえ、乳児期にふさわしい環境の構成や援助を行っていくことが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要領・指針等における乳児の保育内容の記載のイメージ 

（平成 27 年９月：幼稚園教育要領・保育所保育指針・幼保連携型認定こども園教育・保育要領中央説明会より） 
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③ 乳幼児理解と評価 

   ○乳幼児を理解すること 

教育・保育を行う際にまず必要なことは、一人一人の子どもに 

対する理解を深めることです。 

教育・保育とは、一人一人の子どもが保育者や他の乳幼児との  

生活の中で、周囲の環境と関わり、発達に必要な経験を自ら得て 

いけるように援助する営みです。保育者は、子どもが今、何に興 

味をもっているのか、何を感じているのか、どのような経験をし  

ているのか等を捉え続けていかなければなりません。また、子ど 

もの育ちの背景にあるものを家庭との連携の下に、理解すること 

が大切です。発達に必要な経験を自ら得るための環境の構成や保 

育者の援助は、子どもを理解することによってはじめて適切なも 

のとなり、そこから、一人一人の子どもの発達を促す教育・保育が生み出されてくるの 

です。 

 

   ○教育・保育における評価とは何か 

教育・保育における評価とは、教育・保育の中で乳幼児の姿がどのように変容してい

るかを捉えながら、そのような姿が生み出されてきた様々な状況について適切かどうか

を検討して、教育・保育をよりよいものに改善するための手掛かりを求めることです。  

一人一人の発達の理解に基づいた評価の実施に当たっては、指導の過程を振り返りな

がら子どもの理解を進め、一人一人のよさや可能性等を把握し、指導の改善に生かすよ

うにすることが大切です。その際、他の子どもとの比較や一定の基準に対する達成度に

ついての評定によって捉えるものではないこと、また、発達の側面ごとに「できる・で

きない」という達成度についての評定を行うものでもないことに留意が必要です。特

に、前述の「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」の１０項目を視点として達成度に

ついての評定を行うこと等がないようにしなければなりません。 

 

④ 養護と教育の一体性                   

教育・保育における「養護」とは、子どもの生命の保持及び情緒の安定を図るために

保育者が行う援助や関わりであり、「教育」とは、子どもが健やかに成長し、その活動

がより豊かに展開されるための発達の援助です。保育者は子どもの居場所がどこにあろ

うとも子ども一人一人の人権を守り、尊重し、健やかな育ちを保障していく必要があり

ます。日常の保育においては、「養護」と「教育」は決して切り離されることなく、重

なり合いながら一体的に展開されています。保育者は、様々な出来事に向き合う子ども

の思いや心の動きに丁寧に寄り添い、子どもの内面を深く探り、その子どもにとってど

のような経験が必要かを把握することが求められます。 

乳児の教育・保育においては、当たり前のように捉えられている「養護」ですが、年

齢が高くなるに従って、子どもが自分でできることが増えたり、自分でやろうとする気
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持ちが伸びてきたりすることから、必要性がないと捉えられてしまう場合があります。

子どもが何歳であっても十分に受け止められ、認められることで自己肯定感が育まれ、

様々なことに挑戦していく心の強さが育っていきます。たとえば５歳児であっても、子

どもの心が保育者のぬくもりを求めている時には、しっかりと抱きしめるなど、悲しい

気持ちや寂しい気持ちを受け止めるような配慮が必要です。 

また、子どもが日々の生活で、周りの人やものに触ったり関わったりする姿には、

様々な小さな発見や学びがあります。そのような経験の積み重ねが、乳幼児の「教育・

保育」の基盤となっていきます。保育者は、子ども自らが生きようとする力が発揮でき

るよう子ども一人一人の情緒の安定を図り、心身の様々な機能の未熟さを十分に考慮し

ながら、生活や遊びの充実を図っていくことが大切です。子どもの思いや願いを保育者

が理解し、受け止め、尊重していくことで、心の土台となる個性豊かな自我を形成して

いくのです。 

子どもの育ちを年齢でくくったり、発達の過程を一律に捉えたりすることなく、目の

前の子ども一人一人が求めていることを尊重していくことが大切です。日々の生活や遊

びが子どもにとって価値のある体験となっていくよう、保育者には、「養護と教育の一

体性」を意識した教育・保育を実践していくことが求められています。           

 

⑤ 乳児の教育・保育   

   乳児期は、心身両面において、短期間に著しい発育・発達が見られる時期です。主体

として欲求が受け止められ、大人に受容される経験をゆっくりと積み重ねていくことに

よって、信頼できる特定の大人との揺るぎない信頼関係が育まれ、それを基盤に身近な

環境へと自らの世界を広げていきます。     

       乳児期において、他者への信頼感と自己肯定感が周囲の人との相互的な関わりを通し

て育まれることは、子どもの生涯にわたる人格形成の基礎を培う意味で、極めて重要で

す。例えば、おむつ交換については、養護の視点から見ると、衛生面に配慮するととも

に、子ども一人一人の現在の体調、機嫌、身体の異常の確認等を行っていると捉えられ

ます。一方、教育の視点から見ると、子どもは、濡れて気持ち悪い不快な状態から、お

むつ交換によって、保育者の柔らかな表情や丁寧な仕草や言葉掛けに触れながら、心地

よさを身体全体で感じている状態と捉えることができます。同時に、安心して自分の感

情を出すことができる保育者に対する深い信頼感や安心感がゆっくりと育っていきま

す。保育の流れの中でともすれば見過ごしてしまいがちな日常のひとこまですが、この

ように養護と教育は実際には一体的であり、保育者は、これまで以上にこのことを意識

して保育していくことが求められます。 

乳児が自らの要求を自分が獲得した方法で表出し、それを信頼できる大人に温かく受

け止められることよって、自分の居場所が保障され、やがて周囲に対し興味や関心をも

って向かっていくようになるのです。  

 

【乳児の学びのスタートは基本的信頼関係】 

      乳児の欲求は単純に空腹が解消され、おむつが交換されるだけで満たされるものではあ
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りません。信頼できる大人がそばにいて、心地よく安心できる場所やものに囲まれた環

境で、初めて聞く声、優しく触れられる感触や温かさなど、様々な刺激を受けながら過

ごしています。 

乳児は「うれしい」「楽しい」「悲しい」など、様々な感情をもっていますが、まだ未

分化であり、うまく表現することもできません。「泣く」という行動も、初めは生理的欲

求を伝えようとする表現の一つですが、月齢が進むにつれて、次第に意思をもって泣く

場合が増えてきます。愛情を込め、受容的に関わる大人とのやり取りは、心と身体が一

体となった安心感や心地よさの積み重ねとなり、他者に対する基本的信頼感を育みま

す。このような人としての根源的な部分に、心を込めて丁寧に対応され心地よさを味わ

う経験が、子どもにとっての学びの根本であり、生涯にわたる人格形成の基礎となりま

す。 

      「何があっても受け止めてもらえる」保育者を心のよりどころとして、子どもは、次

第に周囲に対するコミュニケーションの輪を広げていきます。 

  

〈ぎゅっとしてー  だっこの大切さ〉 

人見知りは７～８か月によく見られる子どもの姿ですが、特定の大人と

の愛着関係が育まれているからこその姿です。育ちの中で通る道と一律に

捉えず、乳児を独立した人格をもつ存在として、その気持ちの揺らぎに心

を向け、丁寧に寄り添うことが求められます。抱っこやおんぶなどのとき

にも、一人一人に心を寄せて丁寧に関わることで、子どもは満足感・安心

感を得て、やがてそれらが様々な興味や関心に向かう心の支えとなり、人

との関わりの世界を広げていくのです。 

 

〈「○○遊び」ではくくれない名前のない遊び〉 

盛んに喃語を発し、自分の声を聞くことを繰り返して楽しむ

姿や、抱っこされたまま降る雨を瞬きもせずにじーっと見つめ

る姿などは、一見すると遊びのようには見えませんが、子ども

にとっては、それら一つ一つが、心動かされた大切な出会いで

あり、かけがえのない経験です。子どもにとっての遊びは、大

人が考える遊びの枠にはまらないことが多々あります。子ども

の興味や関心に心を寄せ、大人が子どもの目線に立って見えた

ものをしっかりと共有する事が乳児の遊びの理解に近づく第一

歩です。様々な「人、もの、こと」との出会いが心地よいもの

となるような関わりの視点をもつことが大切です。 

 

【食事の場面で見られる乳児の姿と保育者の援助や関わり】   

〈一緒にもぐもぐしよう！〉 

食事は、大好きな保育者と共有する楽しい時間です。５～６か月頃の乳児が、自分の口

に何も入っていなくても、優しい笑顔とともにもぐもぐして見せる保育者の様子を楽しそ

うに真似することがあります。このように喜びをもって、食に関わる体験を積み重ねるこ
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とで、食べることを楽しみ、食事への意欲や関心がもてるようになります。また、子ども

のペースでゆっくりと「もぐもぐする時間」を保障してあげることで、その後の食行動が

促進され、子どもの「噛む力」も高められるのです。 

 

〈あーんから自分で〉 

食は自立の第一歩です。自分で食物を口に運ぶためには、目と

手と口、それぞれの発達が必要です。こぼしたり、汚したりを繰

り返しながら、食べ物と口との距離感覚を身に付けていくので

す。「手づかみ食べ」は、食事に向かう主体的な行動であり、

「遊び食い」とは違います。誰かに食べさせてもらう存在か

ら、やがて自ら食べる存在へと育つよう、また、子どもが十分に

満足できるまで自ら食べる経験を重ねられるよう、保育者という

人的環境はもちろん、時間や空間等、様々な環境を子どもの目線

に立って見直していくことが大切です。 

 

⑥ １歳以上３歳未満児の教育・保育 

この時期は、心身ともに発達が著しく個人差が大きいのが特徴です。歩行が開始さ

れ、徐々に走ったり、跳んだりすることができるようになるなど、運動機能が発達し、

自分の体を思うように動かすことができるようになってきます。また、指先の機能の発

達に伴い、手指を使ってできることが増えるとともに、身の回りのことを自分でしよう

とする姿が見られます。語彙も少しずつ増え始めるとともに、自分の思いを親しい大人

に伝えたいという欲求が高まります。保育者による受容的・応答的な関わりを丁寧に繰

り返す中で、自分の思いを身振りや手振り、片言の言葉等、様々な方法で表出するよう

になります。 

身体の発達に伴い、見える世界が広がってくると、周囲の環境へ興味をもち、安心で

きる保育者をよりどころとしながら自ら関わっていくようになります。ときには、驚い

たり、急に不安になり立ち止まったりすることもありますが、見守ってくれている保育

者のところに戻ってきて安心感を得ると、再び環境に関わっていきます。保育者は、子

どもが自分でしようとする気持ちを尊重し、温かく見守るとともに、応答的に丁寧に関

わっていくことが求められます。そばにいるだけはなく、「そうか。そうだね。」「大丈

夫、見ているよ。ここにいるよ。」と子どもの心に気持ちを寄せることが大切です。 

   

〈何でも自分で〉 

何でも自分でしたいという気持ちや姿は、１歳前からも見

られますが、１歳を過ぎ自我が芽生えてくるこの時期は、様々

なことへの興味や関心が更に広がり、身体機能も育ってくるこ

とから、より一層、そのような姿が見られるようになります。

食べ物をぼろぼろこぼしながらも自分で食事をしたり、ズボン

に足がうまく入らずに、癇癪
かんしゃく

を起こしたりしている場面がよ
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く見られます。保育者が手伝おうとしても、その手を振り払い、何度も挑戦し、自分な

りにやってみるうちに、タイミングよく入ると、「一人でできたよ」と満足げな表情を見

せてくれます。ときには、自分でやってみようとしてうまくいかなかったり、たまたま

うまくできて満足感を味わったりすることもあります。その一方で、大人に依存的でや

ってもらうことも大好きという気持ちももっているのがこの時期の子どもです。保育者

は、何でも自分でしてみようとする主体性を認めながら、思うようにいかないもどかし

さ、不安や寂しさ、甘えたい気持ちや揺れ動く心に寄り添い、一人一人に丁寧に関わる

ことが必要です。自分でできた喜びや心地よさは、主体的に生活する意欲へとつながっ

ていきます。 

 

〈関わりを楽しむ〉 

またこの時期、同じものに興味を示した子ども同士の間に、

ものを介したやり取りが生じたり、近くにいる子ども同士が同

じ表情や動作をして、それを面白がって互いに顔を見合わせて

笑ったりするなど、子どもが他の子どもと関わって楽しむ様子

が見られます。こうした経験を重ねる中で、子どもは周囲の子

どもに対する興味や関心を高め、自分から働き掛けて関わろう

とするようになっていきます。仲良く遊んでいる時にも、自分

が欲しいものを他の子どもが使っていると取ろうとしたり、思

わず手が出てしまったりすることもあります。そして、自分の思いがうまく通らない

と、泣いて訴えることもあります。大人から見ると、一見わがままに見える行為ではあ

りますが、思い通りにいかない苛立ちやうまく言葉にならない様々な思いを自分なりの

方法で表しているのです。 

保育者は、その様子を単にものの取り合いと捉えるのではなく、お互いの思いをしっ

かり受け止めること、子どもが自分の思いを分かってもらえたと実感できるような仲立

ちをすることで、情緒の安定を図っていくことが大切です。事態を収めることを優先し

た関わりをするのではなく、目に見えない一人一人の心の育ちや動きを理解しようとし

てゆっくりと関わるようにします。自分の思いをしっかりと認めてもらう経験を重ねて

いくことは、自己肯定感や自信につながっていきます。 

   

   〈一人一人の育ちへの配慮〉 

同年齢であっても、施設によっては、年度途中に満３歳児クラスへ移動する場合があ

ります。未満児棟から以上児棟への移動、複数担任から一人担任への変更などの様々な

環境の変化に伴い、不安を訴える子どもや我慢している子どもがいます。保育者は在園

経験年数に関係なく、新入園児同様に個々に応じたきめ細かな配慮を行い、情緒の安定

を図っていくことが必要です。また職員間でそれまでの背景や状況について伝え合い、

丁寧に引き継いでいくことが大切です。 

子どものたどる発達の道筋には一定の順序性や方向性がありますが、それは一律では

なく、行きつ戻りつしながらのものであり、ときには停滞しているように見えたり、あ
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るときには急速な伸びを示したりします。発達が著しいこの時期は、心と体がバランス

よく育っていくわけではありません。ある場面を切り取って何かが「できる」「できな

い」と表面的に捉えるのではなく、育ちの過程の中で経験していることを丁寧に理解し

て、子どもの育ちにとっての意味を考えていくことが大切です。一人一人の発達の特性

や発達の個人差、家庭での生活状況や経験の差に配慮し、家庭との連携を図りながら、

心身両面において心地よく過ごせるようにしていくことが大事です。 

  

⑦ ３歳以上児の教育・保育 

この時期は、運動機能が急速に発達し、活動意欲も高まり、様々なものに興味や関心 

が広がり、生活の場が大きく広がっていきます。また、生活に必要な能力や態度などを 

獲得していく時期でもあります。 

これまで培ってきた周囲の大人との関わりの中で、見守られている安心感などを基盤 

にして、友達や様々な対象と十分に関わり合えるように言葉や表現を通じてやり取りを 

する経験が大切です。 

自我が育ち、友達とのつながりが深まる中で、充実感や満足感、様々な葛藤やつまず 

きを体験し、自己主張や自己発揮を繰り返しながら折り合いを付ける体験を重ね自己抑 

制ができるようになってきます。 

保育者が子ども一人一人の内面を理解し、自我の育ちを支えるとともに、一人一人の 

発達の特性を生かす教育・保育を行うことで、子どもたちの集団は徐々に育まれていき 

ます。つまり、一人一人が十分に自分らしさを発揮し、思いを伝え合いながら遊ぶ体験 

を日々重ねることで、クラスや集団での活動に次第に意欲的に参加できるようになって 

いくのです。 

遊びの中で子どもが発達していく姿として幼稚園教育要領、保育所保育指針及び幼保

連携型認定こども園教育・保育要領において明示された「幼児期の終わりまでに育って

ほしい姿」は、乳幼児期にふさわしい生活や遊びを積み重ねることにより、園において

育みたい資質・能力が育まれている幼児の具体的な姿です。それぞれの時期にふさわし

い指導を積み重ねていくことに留意し、一人一人の発達に必要な心が動かされる体験が

得られるように適切な援助をする必要があります。 

 

※以下、この項では、子どもの発達の共通の道筋を理解するため、あくまでも目安とし

ての年齢を記してありますが、子どもの発達は一律に到達目標的に求められるもので

はないことや、一人一人の発達には個人差が大きいことに留意が必要です。 

 

   〈けんかをしてしまうのは、どうして？〉 

３歳頃には、場を共有したり、遊具を仲立ちとしたりして、友達の存在に気付き、関

心をもち、子ども同士で遊ぶことを楽しむ姿が見られるようになります。周囲への関心

や観察力が高まり、イメージを広げ、様々なごっこ遊びを楽しむようになります。その

中で、友達と遊具の取り合いや思いがうまく伝わらないもどかしさからけんかになるこ

ともありますが、このような経験を繰り返しながら、次第に友達と関わる力が育まれて
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いきます。 

保育者は、このような経験が子どもの生活や遊びにとって重要であることを意識し、

楽しさ、面白さやもどかしさなどうまく言葉に表せない思いを代弁しながら、一人一人

の子どもに思いを寄せ、理解していくことが大切です。 

 

〈一緒に遊びたいけど…、仲良くしたいけど…〉 

４歳頃には、自分なりに様々なイメージをもったり、友

達とイメージを共有したりしながらごっこ遊びに没頭して

楽しむ姿が見られるようになります。自我が育ち、自分の

思った通りにいかないという葛藤を経験するようになりま

す。友達とのつながりが強くなり、喜びや楽しさ、競争心

も生まれ、自己主張をぶつけ合い、悔しい思いを経験しな

がら、他者と協調していくという経験を積み重ねていきま

す。 

保育者は、友達と一緒にいる楽しさを味わったり、どのように関わるか戸惑ったりす

る子どもの内面を理解し、しっかりと向かい合い、受け止め、共感し励ましていくこと

で、自己肯定感や他者を受容するという感情を育んでいくのです。 

 

〈ボクの考えを分かって！〉 

５歳頃には、友達と共に共通のイメージをもって遊んだり、目的をもった活動を行っ

たりするようになります。また、言葉で自分の思いや考えを伝えるようになっていきま

すが、自分の意見が伝わらなかったり、受け入れられなかったりして悔しい思いをする

など、様々な葛藤体験をします。 

保育者は、子どもと一緒に活動する中で、挑戦したり、自分たちで解決しようとした

り、葛藤を乗り越えようとしたりする姿に寄り添い、見守ったり、認めたり、アドバイ

スをしたりしながら、自信や友達への親しみ、信頼感を高めていけるようにします。 
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〈思いを自分の力で！友達と一緒に！〉 

 遊びや生活において、さまざまな経験を重ねてきた

中で、やがて、年長としての自覚や誇りをもった姿が

見られるようになり、自信をもって活動するようにな

ります。集団遊びが活発に展開され、様々な役割を担

い、協同しながら遊びを持続し、発展させ、遊びはさ

らに複雑なものになっていきます。その中で試行錯誤

をしたり、友達と協調したりすることを通して、達成

感や自分への自信をもつようになっていきます。 

 知識や認識力、自然現象や社会現象、文字などへの

関心も高まり、積極的に環境へ働き掛けたり自己表現

したりする姿が見られます。 

保育者は、子どもの気付きや成長を一緒に喜びなが

ら、子ども自身が自分の体験を振り返るきっかけとな

る言葉を掛け、学びや育ちを促すことが大切です。 

 

⑧ 子どもの経験が充実するための環境の構成と援助 

○環境の構成とは 

乳幼児期の教育・保育は、乳幼児期全体を通して、その特性及び保護者や地域の実態

を踏まえ、環境を通して行うものであることを基本としています。この場合の環境と

は、物的環境のみならず、子どもがじっくりと遊んだり、伸び伸びと遊んだりするため

の時間的・空間的環境や、子どもの遊びを支える人的環境、さらには、自然事象や社会

事象等も考えられます。また、子どもが生活を通してあらゆる環境からの刺激を受け止

め、自分から興味をもって環境に主体的に関わりながら、様々な活動を展開し、充実感

や満足感を味わうという体験を重ねていくことが重視されなければなりません。 

例えば、園庭の砂や土、水や草花等が豊富にある環境においては、子どもが自ら動き

出し、関わることで、いくらでも面白い遊びが生まれてきます。そういった環境にこ

そ、学びの要素がたくさん隠されています。 

保育者もまた、環境の一部です。保育者の動きや態度は子どもの安心の源であり、物

的環境の構成に取り組んでいる保育者の姿や同じ仲間の姿があってこそ、その物的環境

への子どもの興味や関心が生み出されるのです。 

      

○保育者の援助とは 

保育者は、人的環境の一つとして、子どもの内面にどのように寄り添い、どのように

応えていくかが重要です。 

例えば、子どもが保育者に「先生、見て、見て」と自分で作った紙飛行機を見せに来

たとき、遊びの過程に関心を寄せ、その子どもと一緒に飛ばしてみるなどする中で、「も

っと飛ばしたい」とか「どうしたらもっと飛ばせるかな」等といった子どもが感じてい
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る気持ちに寄り添う言葉掛けをすることが重要となります。このような保育者の関わり

は幼児が頑張りを認めてもらえたと感じたり、自分の工夫を言語化することにつながっ

たり、次のイメージや見通しをもったりするための援助となります。 

 

○環境の再構成とは 

乳幼児の遊びが展開していく中で、より充実した遊びになるよう保育者は、環境を再

構成してくことが大切です。例えば、お店屋さんごっこをしている場面で、子どものイ

メージが広がり、「こんなお店もあったらいいな」「もっとお客さんに来てもらいたい」

などといった子どもの願いが生まれてきたときに、一例として、子どもと相談しながら

お店を保育室内や園内、園庭等の別の場所に出すような環境の再構成もあり得ます。ま

た、そのような願いを次の日の保育に生かしていく環境の再構成も考えられます。 

心身の発達が著しく、環境からの影響を大きく受ける乳幼児期に、どのような環境の

下で生活し、その環境にどのように関わったかが将来にわたる発達や人間としての生き

方に重要な意味をもつことになります。このような環境を通して行う教育・保育は、子

どもの主体性と保育者の意図がバランスよく絡み合って成り立つものです。保育者は、

子どもが何に関心を抱いているのか、何に意欲的に取り組んでいるのか、何に行き詰ま

っているのかなどをその姿から捉える必要があり、園児の生活や意識の流れを考慮して

指導の計画を立てる必要があります。 

     

（２）教育・保育の計画と保育の実践 

各園においては、法令や幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園 

教育・保育要領の示すところに基づき、創意工夫を生かし、乳幼児の心身の発達と園及

び地域の実態に即応した適切な教育課程の編成や全体的な計画の作成が必要です。 

 

① 教育課程の編成及び全体的な計画の作成 

幼稚園教育要領、保育所保育指針及び幼保連携型認定こども園教育・保育要領では、  

教育課程の編成及び全体的な計画の作成について次のように記載されています。 

 

＜幼稚園教育要領＞ 

教育課程の編成    幼稚園における教育期間の全体にわたって幼稚園教育の目的、

目標に向かってどのような道筋をたどって教育を進めていくかを

明らかにし、幼児の充実した生活を展開できるよう編成する。 

全体的な計画の作成  各幼稚園においては、教育課程を中心に、教育課程に係る教育

時間の終了後等に行う教育活動の計画、学校保健計画、学校安全

計画などとを関連させ、一体的に教育活動が展開されるよう作成

する。 
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＜保育所保育指針＞ 

全体的な計画の作成  保育の目標を達成するために、各保育所の保育の方針や目標に

基づき、子どもの発達過程を踏まえて、保育の内容が組織的・計

画的に構成され、保育所の生活の全体を通して、総合的に展開さ

れるよう作成する。 

            子どもや家庭の状況、地域の実態、保育時間などを考慮し、子

どもの育ちに関する長期的見通しをもって適切に作成されなけれ

ばならない。 

保育所保育の全体像を包括的に示すものとし、これに基づく指

導計画、保健計画、食育計画等を通じて、各保育所が創意工夫し

て保育できるように作成する。 

＜幼保連携型認定こども園教育・保育要領＞ 

全体的な計画の作成  教育と保育を一体的に捉え、園児の入園から修了までの在園期

間の全体にわたり、幼保連携型認定こども園の目標に向かってど

のような過程をたどって教育及び保育を進めていくかを明らかに

するものであり、子育ての支援と有機的に連携し、園児の園生活

全体を捉え、作成する。 

 

○教育課程の編成と全体的な計画の作成上の基本的事項 

園生活全体を通して、ねらいが総合的に達成されるよう、「幼児期の終わりまでに育っ 

てほしい姿」との関連を考慮しながら、乳幼児の発達の各時期に展開される生活に応じ 

て適切に具体化したねらいと内容を組織する必要があります。この場合においては、特 

に、自我が芽生え、他者の存在を意識し、自己を抑制しようとする気持ちが生まれる乳 

幼児期の発達の特性を踏まえ、入園から修了に至るまでの長期的な視野をもって充実し 

た生活が展開できるように配慮しなければなりません。 

 

○各園の教育・保育の目標、教育課程の編成及び全体的な計画の作成 

乳幼児期の教育・保育において育みたい資質・能力を踏まえつつ、保育者、保護者、 

地域の願いを考慮し、各園における教育・保育目標を明確にする必要があります。さら 

に、教育課程の編成や全体的な計画の作成についての基本的な方針については、全教職 

員で理解するだけではなく、家庭や地域とも共有されるよう、分かりやすく説明してい 

くことが求められています。 

 

○カリキュラム・マネジメントの実施 

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏まえた教育課程の編成や全体的な計画  

の作成を行うこと、その実施状況を評価して改善を図っていくこと、また、実施に必要 

な人的又は物的な体制を確保するとともに、その改善を図っていくことなどを通して、 

教育・保育の質の向上を図っていくこと（カリキュラム・マネジメント）が必要です。 
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② 指導計画の作成 

乳幼児期にふさわしい生活が展開され、適切な指導が行われるよう、教育課程や全体 

的な計画に基づいて乳幼児の発達の実情に照らし合わせながら、一人一人の乳幼児が生 

活を通して必要な経験が得られるような具体的な指導計画の作成が必要となります。 

 

   ○発達の過程を見通し、子どもの実態に即したねらい及び内容 

指導計画の作成に当たっては、一人一人の発達の実情を捉え、それに沿って園生活を 

見通すことを基本とし、具体的なねらい及び内容を明確に設定し、適切な環境を構成す 

ることなどにより活動が選択・展開されるようにします。具体的なねらいや内容の設定 

に当たっては、保育者は子どもと共に生活しながら、その時期の子どもにどのような経 

験をする必要があるのかなど、子どもの生活に即して具体的に理解することが大切で 

す。 

 

   ○指導計画と具体的な指導 

     指導計画は、子どもが必要な経験を得ていくように、あらかじめ考えた仮説であるこ   

とに留意して保育を行うことが大切です。実際に保育を行う場合には、乳幼児の発想や 

活動の展開の仕方を大切にしながら、ねらいや内容を修正したり、環境を再構成した 

り、必要な援助をしたりしていくことが必要です。そのためには、保育の過程について 

の評価を適切に行い、常に指導計画の改善を図ることが必要となります。 

全職員によるカリキュラム・マネジメントのイメージ図 
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（３）“「問い」を発する子ども”の育成 

本県では、２０１１年度から主体的・対話的で深い学びにつながる“「問い」を発する

子ども”の育成に力を入れてきました。“「問い」を発する子ども”とは、「問題を発見

し、他者との関わりを通して、主体的に問題を解決していく子ども」です。これは、乳

幼児期の教育・保育の基本である、環境を通して行う教育・保育の中で求める子どもの

姿、「身近な環境に主体的に関わり、環境との関わり方や意味に気付き、これらを取り込

もうとして、試行錯誤したり、考えたりする姿」と重なることが分かります。 

つまり、“「問い」を発する子ども”の育成は、乳幼児期の教育・保育の中で既に始ま

っているのです。 

 

 

   

 

 

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○“「問い」を発する子どもの育成” 

「問い」を発することは能動的な行動です。その行動の基になるのが、安心できる環

境です。例えば、人との強い関係性に支えられる０歳児は、自分を守ってくれる大好き

な人からたっぷりの愛情を注がれることで、泣いたり、笑みを浮かべたり、喃語を発し

たりしながら、自分の思いを伝えたり認めてもらったりする経験を積み重ねていきま

す。そして、乳児期の追視、ハイハイ、伝い歩き等、興味をもった環境に自ら関わる遊

びの喜びを実感し、学ぶ楽しさを味わうのです。 

保育者は常に子どもの遊びや生活の状況などを読み取り、それに応じた環境を整える

ことで、子どもは遊びや生活に満足感を得て、発達に必要な経験を重ねていきます。全

各

園 

○安心できる環境の下、自分の思いを伝えたり認めてもらったりする経 

験の積み重ね 

○主体的に環境と関わり、興味・関心を抱いたことに存分に取り組むた 

めの援助 

○友達の考えを取り入れ、経験したことを生かす遊びの充実 

生活や 

遊びで 

“｢問い｣を発する子ども”の育成に向けた乳幼児期の教育・保育における意図的な手立ての工夫 
                     「令和７年度学校教育の指針」（秋田県教育委員会）P10 より 
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ての保育者が、家庭や以前のクラスで子どもがどのように育ってきたのか、また、５歳

児や小学校就学時までにどのように育っていくのか、育ちの方向を意識し、それぞれの

時期にふさわしい指導を積み重ねていくことで、自ら環境に関わり、“「問い」を発する

子ども”の姿につなげることができます。 

     

○温かい関係性に支えられた自己発揮  

乳幼児期は、子どもが生涯にわたる人間形成にとって極めて重要な時期だと言われて

います。 

安心できる関係性の下、子どもは大好きな人とコミュニケーションを取りたいとその

人に働き掛けていきます。最初は表情や身振り、声など、非言語的なコミュニケーショ

ンであっても、自らの思いを伝えようと試み、そういった経験を積みながら、やがて言

葉を獲得していきます。人との関わりの中で、人に対する愛情と信頼感が形成され、自

分の思いに目を向けてくれる大人や気の合う友達など、温かな関係性に支えられてこ

そ、自分らしさを出す、つまり自己発揮ができるのです。 

 

○発見や気付き、それを意味付ける保育者の関わり 

子どもたちは、日々出会う新しく様々なものやことに新鮮な感動を覚えます。それら

を保育者が同じ視線で、共有できればその嬉しさもひとしおです。大人側から見ると些

細なことであっても、子どもにとってそうではないことがよくあります。子どもが何を

楽しみ、何を学んでいるのか、常に子どもの内面に思いを寄せ、発見や気付きの喜びを

共有したり、子どもに遊びをしっかりと意味付けたりする保育者の専門性、関わりが大

切です。 

 

○豊かな感情体験の充実 

感情体験の充実は心の育ちにつながります。いろいろな人、もの、こととの出会いの

中で、発見や気付きに感動を覚えること、温かい人間関係に支えられ感動を伝え合うこ

とは、幼児期の終わり頃には見られる姿です。気付きや感動を喜び合い、不思議・疑問

に思ったことを声に出すことで、友達の考えのよさや保育者の力も活用して解決しよう

とします。“「問い」を発する子ども”の育成には生活や遊びの充実により、豊かな感情

体験が獲得されることが大切です。 
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（４）特別な配慮を必要とする子どもへの指導 

子どもは一人一人が異なった発達の姿を示します。保育者は子ども一人一人の発達に即し

てそれに応じた指導をしなければなりません。一人一人に応じるということは、その子ども

の発達の特性（その子どもらしい見方、考え方、感じ方、関わり方など）を理解し、その子

どもが過ごしてきた生活を受容し、それに応じるということです。子ども一人一人をかけが

えのない存在として受け止め、それぞれが多様な生き方（行動の仕方、表現の仕方など）を

していると考え、多様性を大切にしていくことも重要です。 

 

① 障害のある子どもの教育・保育 

特別支援教育が 2007 年４月に法制化され、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在

籍する全ての学校において特別支援教育が実施されることになりました。各校（園）におい

ては、校長（園長）のリーダーシップにより、特別支援教育に関する組織的な支援体制の確

立が求められます。また「インクルーシブ教育システム」（※１）により障害のある者が教

育制度一般から排除されないこと、自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与え

られること、個人に必要な「合理的配慮」（※２）が提供されることが必要とされています。 

※１ インクルーシブ教育システム 

人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自

由な社会に効果的に参加することを可能とするといった目的の下、障害のある者とない者が共に学ぶ仕

組み。 

  ※２ 合理的配慮 

障害のある幼児児童生徒が十分に教育を受けられるよう状況に応じて個別に必要とされるものであり、

一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じて基礎的環境整備を基に個別に決定し、提供されるもの。

「教育内容・方法」「支援体制」「施設・設備」の３点において、学校（園）設置者及び学校（園）と本人・

保護者により可能な限りの合意形成を図りながら検討する。 

〈参考〉秋田県特別支援教育校内支援体制ガイドライン（四訂版） 

 

指導に当たっては、障害の種類や程度を的確に把握した上で、障害のある子どもがもつ「困

難さ」に対する「指導上の意図」を理解し、一人一人に応じた様々な手立てを検討していく

必要があります。 

 

【障害の理解や特性に即した指導についての参考例】 

・文部科学省初等中等教育局「教育支援資料」（平成 25年 10月）参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視覚障害（弱視） 【教育支援資料から事例を抜粋（原文のまま）】  

具体的な学習環境としては、教室の全体照明や机上照明を整えて一人一人にあった照度

を調整する。直射日光を避けたり教室の照度を調節したりするためのカーテン等を設置す

る。楽な姿勢で読書や作業を行うことのできる机や書見台を整備する。反射光によるまぶし

さをおさえることができる黒板を設置する等がある。また、文字や絵などを大きくはっきり

と提示して明確に認識できるようにする。（中略）学習の予定を事前に知らせ、学習の過程

や状況をその都度説明することで、主体的に状況の判断ができるように指導を行う。 
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【合理的配慮の例】 

・秋田県特別支援教育校内支援体制ガイドライン（四訂版）Ｐ10参照 

・独立行政法人 国立特別支援教育総合研究所ＨＰ インクルＤＢ参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○園内委員会の設置、特別支援教育コーディネーターの指名 

保育者は障害に関する知識や配慮等についての正しい理解と認識を深め、障害のある

子どもに対する組織的な対応ができるようにしていくことが重要です。園長は、特別支

援教育実施の責任者としてリーダーシップを発揮し、園内委員会を設置して、特別支援

教育コーディネーターを指名し、園務分掌に明確に位置付けるなど、園全体の特別支援

教育の体制を充実させ、効果的な園運営に努める必要があります。 

【参考例】 

・秋田県特別支援教育校内支援体制ガイドライン（四訂版）参照 

Ｐ17 特別支援教育コーディネーターの役割、Ｐ18 園内委員会の設置 

 

○個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成と活用 

個別の教育支援計画及び個別の指導計画は、障害のある子ども一人一人に対するきめ

細かな指導や支援を組織的・継続的かつ計画的に行うために重要な役割を担っていま

す。園長のリーダーシップの下、保育者全体の協力体制づくりを進めたり、二つの計画

についての正しい理解と認識を深めたりして、全保育者の連携に努めていく必要があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「個別の教育支援計画」 

（家庭や医療、福祉等の業務を行う関係機関と連携した支援のための計画） 

障害のある幼児児童生徒一人一人に必要とされる教育的ニーズを正確に把握し、長期

的な視点で幼児期から学校卒業までを通じて、一貫した的確な支援を行うことを目的に

作成するもの。 

「個別の教育支援計画」の作成・活用等により、障害のある子どもについて、①教育的

ニーズの整理、②支援の目標や教育上の合理的配慮を含む必要な支援の内容の検討、③関

係者間の情報共有の促進と共通認識の醸成、④家庭や医療、保健・福祉、労働等の関係機

関との連携強化、⑤教育的ニーズと必要な支援の内容の定期的な見直し等による継続的な

支援、などの効果が期待できる。 

ADHD（注意欠陥多動性障害）、幼稚園、年中  

【インクルＤＢから事例を抜粋（原文のまま）】 

Ａ児の支援目標を「自分の気持ちを言葉で伝える」「相手と触れ合う場合の力加減を知

る」「気持ちの切替えが出来るようになる」とし、「おしくらまんじゅう」や「だるまさん

が転んだ」等の触れ合い遊びや集団遊びを通して自分自身の力加減を意識することや、自分

と対象物との空間認知やボディイメージができるようにした。あわせて、友達と関わる経験

の積み重ねと、小グループでの活動を意識した環境設定を行った。また、一日の中で教員が

Ａ児と１対１で関わる時間を意図的につくり、安心感につながるように配慮した。 
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※「個別の教育支援計画」と「個別の指導計画」は、障害のある子どもの他、障害の診断

名がなくても生活上、特別な配慮が必要と判断される子どもについても作成の対象にな

ります。なお、「個別の教育支援計画」は、保護者の希望や願いに基づき、関係機関が子

どもの情報を共有しライフステージごとに引き継ぐため、保護者の同意が必要です。 

【記入例・様式例】 

・秋田県特別支援教育校内支援体制ガイドライン（四訂版）参照 

Ｐ30～36 個別の教育支援計画 、Ｐ37～39 個別の指導計画 

            

○関係機関との連携 

子どもの障害等の判断や保護者への理解促進、子どもの実態に応じた指導を充実する

ために、特別支援学校や医療や福祉、保健等の専門的な助言または援助を要請するなど

して、計画的、組織的に連携を図ることが大切です。 

 

【関係機関例】 

・秋田県特別支援教育校内支援体制ガイドライン（四訂版）関係資料 

 

行政・福祉機関等 

○市町村（保健センター等の母子保健部門・福祉担当課等） 

○県発達障害者支援センター「ふきのとう秋田」 

○医療的ケア児支援センター「コラソン」 

○民生委員・児童委員 

○北児童相談所 

○秋田県子ども・女性・障害者相談センター 

○南児童相談所 

 

教育機関 

 

○特別支援学校（教育専門監、特別支援教育コーディネータ

ー等） 

○教育事務所（特別支援教育担当指導主事） 

○総合教育センター（特別支援教育担当指導主事） 

○特別支援教育地域センター（主に小学校内に設置）  

○通級指導教室（主に小中学校内に設置） 

医療機関等 ○専門医療機関、地域の医療機関 

○検診機関（保健師等） 

「個別の指導計画」 

（一人一人の実態に応じて適切な指導を行うための計画） 

幼児児童生徒一人一人の状況等に応じたきめ細かな指導が行えるように、各校（園）に

おける教育課程等や指導計画、当該幼児児童生徒の「個別の教育支援計画」を踏まえ、具

体的に指導目標や内容、方法を盛り込んだ計画。 

当該幼児児童生徒や保護者の願いに基づいて、学級担任や園・校内委員会や関係者と連

携して作成する。 
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○保護者との連携 

障害のある子どもの発達の状態は、家庭での生活とも深く関わっています。保護者と

の密接な連携の下に指導を行うことが重要です。保育者は、保護者の思いを受け止め、

精神的な援助や養育に対する支援を適切に行うように努めることが大切です。 

例えば、保護者が来園しやすく相談できるような雰囲気や場所を用意し、不安に思っ

ていることを傾聴する機会を設けたり、保護者が子育てに前向きになれるよう、子ども

の「よいところ」を連絡帳や面談等で伝えたりし、信頼関係を築きましょう。また、子

どもの理解や対応についてのプログラムを紹介したり、状況に応じて関係機関と協力し

たりしながら支援していくことも重要です。家庭で配慮することと園での支援方法等に

ついて共通理解を図ったり、将来の見通しについての不安を取り除くようにしたりする

など、子どもと同じように保護者の思いに寄り添うことを心掛けましょう。 

 

② 海外から帰国した子どもや生活に必要な日本語の習得に困難のある子どもの生活への適  

  応 

○保護者との関わり 

海外から帰国した子どもや生活に必要な日本語の習得に困難がある子どもについても

配慮が必要です。このような子どもについては、まず保育者自身が、子どもが暮らして

いた国の生活等に関心をもち、理解しようとする姿勢を保ち、子ども一人一人の実情を

把握することが重要です。また、スキンシップをとりながら安心感につなげる関わり方

をしたり、挨拶や簡単な言葉掛けの中に母語を使ってみたりしながら信頼関係を築き、

子どもが気持ちを表したりできるよう努めることが重要です。 

 

○子ども同士の関わり 

様々な背景をもった子どもたちが生活を共にすることは、異なる習慣や行動様式をも

った他の子どもと関わり、それを認め合う貴重な経験につながります。そのことは子ど

も一人一人の違いに気付き、それを受け入れたり、自他の存在について考えたりするよ

い機会にもなります。一方で乳幼児期は、外見など自分にとって分かりやすい面にとら

われたり、相手の気持ちに構わずに感じたことを口にしたりする傾向も見られます。保

育者はそういった感情を受け止めつつも、一人一人がかけがえのない存在であるという

ことに気付かせていくことも大切です。 

 

③ 家庭や子どもの状況に応じた個別の支援 

特別な配慮を必要とする家庭では、社会的困難を抱えている場合があります。例え

ば、ひとり親家庭や少子化、核家族化、地域におけるつながりの希薄化等による「育児

への孤立感」、子どもの疾病等による「子育てへの悩みや不安」、子育てについての知識

がないことや、子どもに関わる経験の乏しさ等による「身体的、精神的苦痛を与えるよ

うな関わり」、その他「生活の困窮」等、社会的困難が複雑化、多様化しています。 

保育者は、子ども一人一人の発達及び内面についての理解と保護者の状況に応じた支
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援を行う必要があります。 

【保護者に対する支援の例】 

・幼保連携型認定こども園教育・保育要領解説 第４章第３節参照 

 

 

 

 

 

 

 

   

      こども家庭庁「保育所等における在園児の保護者への子育て支援」 

 

特別な配慮を必要とする子どもは認められる機会が少なくなりがちです。つい、対象

児の課題に目がいきがちですが、よいところや本人なりに頑張っているところが必ずあ

るはずです。保育者は子どものよいところや頑張りに気付き、一人一人を受け止め、認

められる機会を保障することが重要です。また、保育者の指導の姿勢が、他の子どもた

ちに大きく影響することに十分留意し、温かい人間関係づくりに努めながら、子どもが

互いを認め合う肯定的な関係をつくっていくことも大切です。 

  

（５）就学前におけるキャリア教育 

   ○地域に根ざしたキャリア教育の充実 

子どもたちには、将来、社会的・職業的に自立し、社会の中で自分の役割を果たしな

がら、自分らしい生き方を実現するための力が求められています。 

本県では、学校教育共通実践課題であるふるさと教育を基盤としたキャリア教育の充

実を重視し、本県の将来を担う子どもたち一人一人が「生きる力」を身に付け、様々な

課題に柔軟に、かつたくましく対応していくことができるように、地域に根ざしたキャ

リア教育を就学前教育から高校教育において推進していきます。 

ふるさと秋田には、豊かな自然をはじめ、地域の人と交流する伝統的な活動等、子ど

もたちの「生きる力」を培う魅力ある資源があふれています。ふるさとを学びのフィー

ルドとし、地域の素材を有効に取り入れた教育・保育は、子ども一人一人のキャリア発

達（※１）を促します。全職員で地域の資源を理解・共有し、必要に応じて取り入れ、

地域に根ざしたキャリア教育の充実を図っていくことが大切です。 

※１ キャリア発達  

社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方を実現していく過程 

中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育･職業教育の在り方について（答申）」 

（平成 23年 1月 31日）より 

 

・送迎時などにおける丁寧な関わりの中で、家庭の状況や問題を把握する。 

・子どもの発達や行動の特徴、園での生活の様子を伝えるなどして、子どもの状況を保

護者と共有する。 

・保護者の意向や思いを理解した上で、必要に応じて市町村等の関係機関やかかりつけ

医と連携する。 

・状況によっては、ソーシャルワークやカウンセリング等の知識や技術を援用する。 
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○就学前教育・保育のキャリア教育 

就学前教育・保育のキャリア教育において目指す子どもの姿は、ありのままの自分が

受容され、安心して自己発揮する中で、自分のよさに気付き、好きなことや得意なこ

と、できることを増やし、様々な活動に意欲と自信をもって自ら取り組む姿です。すな

わち、保育において基本として目指している姿です。周囲の大人から十分な愛情を注が

れ、自分に自信をもち、自己発揮しながら人・もの・ことと関わる中で自己肯定感を育

みながら育ちの歩みを重ねていくことは、「生きる力」の基礎を培うことにつながってい

きます。 

子どもの実態、各施設や地域の特色は、それぞれ異なります。そのことを踏まえつ

つ、教職員や家庭、地域の願いや評価を基に自園の子どもに育みたい資質・能力やその

姿の明確化を図り、全職員の共通理解を図りながら推進することが重要です。子ども一

人一人の発達の過程にふさわしいキャリア教育を各施設で推進・充実させていくことが

期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○年齢や発達の過程を踏まえた生活や遊びの充実 

就学前教育・保育におけるキャリア教育で目指す子ども

の姿の実現に向けて鍵となるのが、子どもの年齢や発達の

過程を踏まえた生活や遊びの充実です。子どもは、生活や

遊びの中での直接的・具体的な体験を通して、人と関わる

楽しさや認められる喜び等を感じながら、自信を付けてい

きます。そして、人間形成の基礎となる豊かな心情や人・

もの・ことに自分から関わろうとする意欲や態度が培われ

生きる力を育む発達に応じたキャリア教育（「令和７年度 学校教育の指針」より 
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ます。子どもたちが、それぞれの年齢や発達の過程の中で、多くの学びを獲得していくこ

とができるようにすることが大切です。 

 

○家庭や地域とともに進めるキャリア教育 

家庭や地域は、子どもたちの健やかな育ちの基盤であり、全ての教育の出発点です。

子どもは、社会的自立を果たすまで、家族や様々な地域の人との関わりの中で育ちま

す。各施設での子どもの生活において実際に見られる子どもの学びや発達につながる経

験を具体的に捉え、園・クラスだより、保護者や地域の方との対話等により、家庭や地

域に分かりやすく発信し、十分な理解を得ることが充実した連携・協力体制につながり

ます。 

 

   ○子どものキャリア発達をつなぐ小学校との連携 

子ども一人一人の発達を継続的に支援するには、地域に根ざしたキャリア教育を就学

前教育・保育から高等教育にわたって推進している本県の特色を生かしながら、各施設

と小学校との連携を図ることが必要です。長期的な視野に立って子どもの学びや発達の

過程を支援していくことができるよう、小学校教育との連携を図ることが必要です。子

どもの育ちを共有し、長期の学びと発達の連続性を確保していくことが大切です。 
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（６）小学校教育との円滑な接続・連携 

本県のほとんどの就学前教育・保育施設及び小学校が、子ども同士の交流や教職員の

相互研修といった連携に取り組んでいます。しかし、小学校教育への接続を見通した指

導計画の編成が進んでいない（ｐ２「２ 本県の乳幼児を取り巻く現状と課題」参照）

という課題が見られます。 

さらに、2017年に告示された幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こ

ども園教育・保育要領では、小学校教育との接続の一層の強化を図るため、乳幼児期の

教育・保育において育まれた資質・能力を踏まえ、小学校教育が円滑に行われるよう、

小学校等の教職員と「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を視点として子どもの姿

を共有するなど連携を図り、就学前教育・保育と小学校教育との円滑な接続を図ること

が示されました。 

小学校教育との共通点や相違点の理解、指導計画の改善等に当たっては、園長、教

頭・主任等によるリーダーシップの下、組織的・計画的に取り組む必要があります。 

 

① 幼保小の架け橋プログラムの実施について 

５歳児から小学校１年生の２年間は、生涯における学びや生活の基盤をつくるために

重要な時期であり、文部科学省ではこの時期を「架け橋期」としています。「幼保小の架

け橋プログラム」は子どもに関わる大人が立場の違いを越えて連携・協働し、この時期

にふさわしい主体的・対話的で深い学びの実現を図り、一人一人の多様性に配慮した上

で、全ての子どもに学びや生活の基盤を育めるようにすることを目指したものです。 

この時期に子どもの成長を切れ目なく支える観点から、幼保小の円滑な接続をより一

層意識し、乳幼児それぞれの特性などの発達の段階を踏まえ、一人一人の多様性や０～

18歳の学びの連続性に配慮しつつ、教育の内容や方法を工夫することが重要です。その

ために、各市町村と幼保小が協働し、子どもの姿を中心に据えた対話を通して、「架け橋

期のカリキュラム」の開発を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省「幼保小の架け橋プログラムの実施に向けての手引き（初版）」 

 

② 「幼児期の終わりでまでに育ってほしい姿」を視点とした子どもの育ちの理解と共有 

各園においては、小学校以降の子どもの発達を見通した上で、「知識及び技能の基

礎」、「思考力、判断力、表現力等の基礎」、「学びに向かう力、人間性等」（以下「３つの

資質・能力」という）を育むことが大切です。「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」

「架け橋期のカリキュラム」 

０～18歳の学びの連続性に配慮しつつ、５歳児から小学校１年生までの２年間を見通し

た計画。架け橋期にふさわしい活動の在り方や「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を

踏まえた教育方法の改善の視点などが示され、各園・小学校における教育課程編成・指導計

画作成の前提となるもの。 
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は、３つの視点や５領域に基づいた総合的な保育を通して、乳幼児期にふさわしい遊び

や生活を積み重ねることによって見られるようになる５歳児後半の具体的な姿として示

されたものです。 

保育者は、遊びの中で子どもが発達していく姿を「幼児期の終わりまでに育ってほし

い姿」（以下「10の姿」という）を念頭に置いて捉え、一人一人の発達に必要な体験が

保障されるよう、環境や状況づくりなど必要な指導や援助を計画的に行うことが求めら

れます。その際には、小学校教育の先取りをするのではなく、遊びを通した総合的な指

導によって、創造的思考や主体的な生活態度の充実など、乳幼児期にふさわしい生活が

展開されるようにすることが大切です。 

さらに、小学校の教職員と「10の姿」を手掛かりに子どもの姿を共有したり、乳幼児

期における子どもの育ちを「３つの資質・能力」の視点でとらえて小学校の教員に説明

したりするなど、対話を通して子どもの姿を共有することが大切です。 

 

○それぞれの時期にふさわしい経験の充実 

「10の姿」について、５歳児の到達目標としての姿ではないことは、３要領・指針で

はっきりと示されています。保育者は０歳児から５歳児まで、子どものそれぞれの時期

にふさわしい生活の中で充実した経験が保障されるように努力するとともに、「10の

姿」の視点で子どもの育ちと学びを整理しながら、これまで同様に遊びを中心とした３

つの視点・５領域による総合的な保育を展開することが大事です。これらのことについ

ては、子どもに関わる全ての保育者が共通理解することが重要です。 

 

○双方の教職員による「10の姿」を手掛かりとした、子どもの姿の共有 

各園においては「10の姿」を手掛かりに、子どもの育ちや保育者の指導の過程など

を、小学校等の教職員と共有し、相互理解を図ることが円滑な接続には欠かせません。 

その際、次のことに留意する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省「幼保小の架け橋プログラムの実施に向けての手引きの参考資料（初版）」  

 

 

 

 

 

・ 「10の姿」は到達すべき目標ではなく方向性を示すものであること。 

・ 乳幼児期の教育・保育は総合的な指導を基本とし、「10の姿」を個別に取り出して

指導すべきものではないこと。 

・ 乳幼児期の教育・保育と小学校教育では、子どもの生活や教育方法が異なっている

ため、「10の姿」からイメージする子どもの姿にも違いが生じることもあるため、

双方で話し合いながら、子どもの姿を共有すること。 
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「幼児教育と小学校教育がつながるってどういうこと？」 

（文部科学省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  小学校との連携の具体 

○組織づくり 

小学校との連携を進めるために、まずは連携の組織づくりが大事です。互いの管理職と 

担任を基本メンバーに、連携のねらいによってメンバーを増やしていきます。組織が整え 

ば、連携は計画的・継続的に進んでいきます。 

 

【園と小学校の連携組織（例）】 

施 設 基本メンバー 

桜こども園 

（仮称） 

園長、主任、 

５歳児担任 

花舞小学校 

（仮称） 

校長、教頭、 

１年生担任 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携のねらいによって依頼 

研究担当、特別支援教育担当、給食担当、看護師、

副園長 他 

研究担当、特別支援教育担当、給食担当、養護教

諭、教務主任、生活科担当 他 

 

 

 

 

 

 

連携組織 

交流・研修部会 

◎ ○○ ○○ 

・ ○○ ○○ 

・ ○○ ○○ 

総括 

園長 ○○ ○○ 

 

総括 

校長 ○○ ○○ 

 

指導計画部会 

◎ ○○ ○○ 

・ ○○ ○○ 

・ ○○ ○○ 

交流・研修部会 

◎ ○○ ○○ 

・ ○○ ○○ 

・ ○○ ○○ 

ｽﾀｰﾄｶﾘｷｭﾗﾑ部会 

◎ ○○ ○○ 

・ ○○ ○○ 

・ ○○ ○○ 

連携担当(計画作成) 

保育者 ○○ ○○ 

 

連携担当 

教務主任 ○○ ○○ 
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   ○交流活動 

小学校との交流活動は、その活動によって就学前教育・保育施設と小学校、両者に得ら

れるものがある、つまり互恵性があることで継続的なものになっていきます。次に示す例

は簡単な計画ですが、計画を立てることで双方のねらいが明確になり、この活動を行う意

義も明らかになります。何度か実施しながら、よりよい交流活動となるように計画の改善

を図ることが大事です。 

  【互恵性のある交流活動（例）】 

 桜こども園（仮称） 花舞小学校（仮称） 

活動名 小学校の給食、楽しいよ 小学校の給食の楽しさを伝えよう 

ねらい 

 

１年生と一緒に給食を食べることを通し

て、給食に対する喜びや安心感をもち、就学

に向けての期待感をもつ。 

幼児と一緒に活動することを通して、自らの

成長に気付き、進級へ向けての期待感をもつ。 

事前の 

配慮 

 

・小学校に行くことを楽しみにできるよう

に、事前に話題にしたり、写真を掲示した

りする。 

・幼児が食べられる量やアレルギー等の情報

を２か月前までに小学校へ伝える。 

・思いやりの気持ちをもって幼児を迎えること

ができるように、自分たちが入学した時の気

持ちを思い出したり、どのようにして迎えた

ら喜んでもらえるかについて考えて準備した

りすることができるようにする。 

・当日スムーズに進められるように、事前に児

童と幼児の動きを確認する。 

当日の 

活動 

（12:15～

13:05） 

 

・１年生と一緒に準備をする。 

・「いただきます」の挨拶をする。 

・会話を楽しみながら給食を一緒に食べる。 

・「ごちそうさま」の挨拶をする。 

・１年生と一緒に片付けをする。 

・幼児と一緒に給食準備をする。 

・小学校の給食についての話をする。 

・「いただきます」の挨拶をする。 

・会話を楽しみながら給食を一緒に食べる。 

・「ごちそうさま」の挨拶をする。 

・幼児と一緒に片付けをする。 

 

   ③  接続を意識した指導計画の意義 

    ○双方の教職員の連携・協力による円滑な接続のための指導計画の改善 

就学前教育・保育施設と小学校では、子どもの生活や教育方法が異なります。保育者

及び教職員は、生活の変化を子どもが受け止め、安心して生活できるようにすることが

必要です。小学校学習指導要領総則編には、「『幼児期の終わりまでに育ってほしい姿』

を踏まえた指導を工夫することにより、幼児期の教育を通して育まれた資質・能力を踏

まえて教育活動を実施し、児童が主体的に自己を発揮しながら学びに向かうことが可能

となるようにすること」が示されました。 

これらのことから双方の教職員が連携して、以下のステップで接続を意識した指導計

画（就学前教育・保育施設の年間指導計画、小学校の教育課程等）の作成に努めること

が求められます。就学前教育・保育施設の保育者は、「10の姿」を視点として子どもの

育ちや園における指導方法等を小学校の教職員に説明すること、小学校の教職員は、保

育参観等を通して乳幼児期の育ちと学びについて理解を深め、乳幼児期に育まれた「３

つの資質・能力」が小学校の各教科等での学びや育ちにつながるようにスタートカリキ

ュラムの改善を図ることが大切です。 
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「スタートカリキュラムスタートブック」 

（文部科学省 国立教育政策研究所 教育課程研究センター 平成 27年 1月） 

【接続を意識した指導計画の改善に向けた取組のステップ】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

STEP１）：保育者、小学校教職員の相互交流、保育や授業の参観 

 ・保育参観、授業参観に参加し、互いの教育・保育の特徴をつかむ。 

 ・研究協議や情報交換を通して、互いの教育方法や指導方法について理解を深める。 

 

STEP２）：教育内容や指導方法の共通点、相違点についての理解促進 

 ・「10の姿」を手掛かりに、保育者と小学校の教職員が子どもの姿について情報共有し、

子どもがどのようなことを経験しているのか、今後どのような学びにつながっていき

そうか、長期的な視野に立って双方の理解を深める。 

・保育者は、小学校学習指導要領総則編、小学校学習指導要領生活科編等を、小学校の

教職員は、３要領・指針の趣旨の理解に努める。 

 

STEP３）接続を意識した指導計画の改善 

 ・「10の姿」を視点として子どもの育ちと学びについて対話し、相互理解を深める。 

 ・STEP２を基に、子どもの生活や資質・能力などが、小学校教育への円滑な接続を保障

できる指導計画になっているのかを協議し、改善を図る。 

 ・定期的に実践結果を基に指導計画の改善を図る。 
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「発達や学びをつなぐスタートカリキュラム スタートカリキュラム導入・実践の手引き」 

（文部科学省 国立教育政策研究所 教育課程研究センター 平成 30 年３月） 

 

 

 

○円滑な接続に向けた全教職員による組織的・計画的な取組 

「10の姿」を手掛かりにして子どもの姿を理解するため、具体的には自園、自校の子

どものどのような姿を示すのか、共通理解を図り、全園（校）体制を挙げて取組を推進

することが必要です。さらに、指導したことを評価・改善し、常に指導計画を改善する

カリキュラム・マネジメントを行いながら、「10の姿」について全教職員で理解を深め

ていきます。 

 

④ 家庭や地域社会との連携体制の確立 

   ○共に子どもを育てていくという視点に立った連携の推進 

就学前教育・保育と小学校との連携の充実については、家庭や地域社会の理解と連携

も欠かせません。そのため、開かれた教育課程の推進の観点からも、全体的な計画や小

学校等との連携の取組について、家庭や地域に発信する必要があります。家庭や地域で

一緒に子どもを育てていこうとする機運の高まりと土壌が大切です。 

 

２ 教職員の資質向上 

   平成 27年度から、子どもの健やかな成長を支援していくため、全ての子どもに質の高い

教育・保育を提供することを目標に掲げる子ども・子育て支援新制度が施行され、教育・

保育の質に対してより高いものとなることを常に目指していくことが、これまで以上に求

められています。保育の質の向上に向けては、施設長のリーダーシップの下、全職員が職

務及び責任の理解と自覚を基盤とし、組織的・計画的・継続的な取組を行っていく必要が

あります。 
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 （１）保育者としての資質能力と専門性の向上 

幼稚園・保育所・認定こども園等には、質の高い教育・保育を展開するため、絶えず

一人一人の教職員についての資質及び教職員全体の専門性の向上を図るよう努めること

が求められます。また、保育者は常に自らの資質と専門性の向上を目指し、様々な研修

機会を通して多くの人と話し合ったり、多様な実践に触れたりするなど、キャリアステ

ージに応じた研修を通して自分の保育観を確かめ、保育を見直し続けることが大切で

す。 

 

① 保育者に求められる資質能力 

保育者に求められる資質能力には、従来必要とされてきた不易の資質能力と園を取り

巻く新たな教育・保育の課題に対応できる資質能力があります。また、全てのキャリア

ステージで求められる、保育者としての基礎的要素や各キャリアステージで求められる

資質能力を踏まえて、計画的に研修を受けるようにします。そのためには、保育者が

個々のキャリアパスを見通し、意欲をもって、自らの資質能力の向上を目指さなければ

なりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② キャリアステージに応じた研修の充実 

     ○キャリアステージに応じた研修の必要性と園長等による理解推進 

      全職員が、園全体としての目標を共有しながら協働し、保育の質の向上を図っていく

ためには、園全体をリードしていく役割を担うことのできる職員の存在が必要となりま

す。そのため、園においては、こうした職員を育成していくことができるように、キャ

リアパスを見据えた体系的な研修機会の充実を図ることが求められます。 

       また、園長は園の「全体的な計画」や各職員の研修の必要性等を踏まえて、体系的・

計画的な研修機会を確保するとともに、職員が計画的に研修等に参加し、その専門性の

向上が図られるよう努めることが大切です。 

 

 

 

 

 

 

〈従来必要とされてきた不易の資質能力〉 

保育者としての使命感や責任感、教育的愛情、保育に関する専門知識、実践的指導力、 

総合的人間力 等 

〈園を取り巻く新たな教育・保育の課題に対応できる資質能力〉 

キャリアステージに応じた資質能力を高める自主・自律性、情報を収集・選択・活用 

する力、知識を深く構造化する力 等 
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「わか杉っ子元気に！ネット」 

 https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/77520 

各キャリアステージで求められる資質能力 

各キャリアステージで求められる資質能力 
幼保推進課が 

所管する研修 

保育者経験活用・発展期 

【ベテラン保育者】 

ベテラン保育者としての自覚と責任をも

ち、多様な保育経験と広い視点から同僚・若

手保育者に指導及び助言をし、積極的に組

織運営の改善に取り組む 

 

 

第４ 

ステージ 

園運営推進・充実期 

【教頭・主任等】 

管理職としての強い責任と自覚をもち、大

局的な視点から特色ある教育・保育活動を

推進するとともに、直面する喫緊の教育・

保育の課題に対応するマネジメント能力

を発揮する 

・園長等運営管理協議会 

 

・教頭・主任等研修会 

 

第３ステージ 

（目安：11 年目～） 

実践的指導力充実期 

中堅保育者としての自覚をもち、多様な保育経験を生かした指導・助

言や、積極的な園運営への参画ととも、主任等の分掌に必要な役割・

職務に関して理解を深め、組織マネジメント能力を身に付ける 

【推進と充実】 

・中堅教諭等資質向上研修 

・保育士等キャリアアップ 

研修 

第２ステージ 

（目安：４年目～10年目） 

実践的指導力向上期 

積極的に学年経営に参画しようとする姿勢をもち、個々の個性・適正・

分掌等に応じた資質能力を向上させる 

【実践と改善】 

・５年経験者研修 

第１ステージ 

（目安：初任～３年目） 

実践的保育力習得期 

管理職や先輩保育者等の助言の下、保育者としての心構えやモラル、

各要領・指針や全体的な計画等についての基礎的知識及び保育力を身

につける 

【理解と実践】 

・保育実践力習得研修 

・新規採用者研修 

全てのキャリアステージで求められる保育者としての基礎的要素 

ふるさとを愛し支える 

自覚と志 

保育者としての使命感・ 

倫理観・責任感 

豊かな人間性と教育・ 

保育への情熱 

課題を追求する 

創造的探求力 

                    秋田県教職キャリア指標（保育者）より 

 

 

○研修の種類（基本研修、専門研修） 

県では、保育者の資質向上のために、キャリアステージに応じた研修や、職務別の課

題やニーズに応じた研修、保育士等を対象とするキャリアアップ研修（６分野 ※外部

委託）を実施し、その内容の充実を図るとともに、成果の普及に努めます。 

 

   ※幼保推進課所管の研修及び幼保推進課が外部に委託している研修については、下記の幼

保推進課保育情報サイトで御覧いただけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/77520
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 （２）園における研修の充実 

質の高い教育･保育や子育て支援を提供するには、絶えず、一人一人の教職員の専門性

の向上を図るよう努めなければなりません。そのためには、研修の機会を確保するとと

もに、組織的・計画的・継続的な園内研修を推進することが必要です。園内研修の充実

により、個々の教職員の資質能力の向上が図られるだけでなく、教職員が互いに学び合

い、高め合っていく同僚性が育まれ、園全体の組織力も向上します。そして、園がより

活性化していきます。 

 

  ① 組織的な研修体制の整備 

   ○園長等のリーダーシップと園内研修の充実に向けた組織づくり 

園目標の達成に向けて教職員一人一人が力を発揮し、充実した教育・保育活動を展開

するには、園長等が自園の重点目標や経営方針を明確に示し、園としての共通認識を高

めつつ協働体制を確立し、組織内のコミュニケーションを活性化することが必要です。

園内研修の充実を図るための手立ても同様です。園長等は、園内研修の充実が重要であ

るという認識をもち、リーダーシップを発揮することが求められます。そして、園運営

における園内研修の位置付けを明確にし、全職員で目標や課題について共有化を図り、

研修への参画意識を高めていく必要があります。 

そのためには、全職員が協働性を発揮しながら取り組む体制を整備することが不可欠

です。研究推進委員会の設置や研修リーダーの指名及び育成・支援、各研修チームへの

連絡調整など、組織間の連携を図り、全職員の意思を統一しながら研修を推進するため

に、役割分担を明確化した組織づくりが求められます。保育現場においては、少人数の

園も少なくありませんが、それぞれの園の実情に応じて組織的に実践していくことが大

切です。 

さらには、教職員相互のコミュニケーションを重視しながら学び合う雰囲気を醸成す

ることが大切です。園内研修の充実に向けた組織づくりは、園内研修を通じて実践力を

高め、探究心をもちながら、学び続ける教職員を育成する環境づくりにもつながりま

す。 
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全体研修会 

◇研修計画の決定、研修内容の共通理解と実践事項等の確認 

◇研究テーマに基づいた保育実践研修（園内公開保育研究会）、 

テーマ別全体研修、各研修チームの実践内容の共有 

◇研修（研究）内容の評価、次年度に向けた改善 等 

・研究推進委員 ・各年齢担当教職員（非常勤職員も可能な限り参加） 

園

長

等 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○研修リーダーの役割 

研修リーダーの役割は、主に、研修の「推進役」「調整役」「支援役」「評価役」の４つに

分けることができます。様々な役割がありますが、全てを一人で抱え込むのではなく、研

究推進委員会や他の教職員の協力を得ながら、役割を果たすことが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

研究推進委員会 

◇研究内容と研修計画の原案

作成と全体研修会での提示 

◇研修組織づくり 

園長、教頭・主任、研修リー

ダー各部会リーダー 等 

小集団による目的別の研修チーム 

◇研修計画の決定、共通理解 ◇計画に基づいた実践 ◇全体研修会での実践報告 ◇評価・改善 

保育実践研修部会 

※未満児・以上児担当グループだけでなく、

未満児・以上児担当混合グループも考えら

れる。 

テーマ別研修部会 

※食育、保健、安全等、必要なテーマに基づいて設ける。栄養

士や調理員を食育に、用務員やバス運転手を安全に入れるこ

とも考えられる。 

園内研修組織（例） 

「推進役」 

□研究推進委員会、全体研修会での研究内容の提案 

□研究推進委員会、全体研修会での研究内容を検証するための研修、テーマ別研修等を盛

り込んだ年間研修計画の構想・作成と提案 

 

「調整役」 

□研修運営に係る役割分担の調整 

□研修の外部講師との調整（依頼や研修内容の伝達等） 

□全職員への連絡・調整（研修に参加できなかった職員等への伝達等） 

 

「支援役」 

□研修での各役割に対する支援（公開保育提案者や事例提供者への支援、研修当日の運営

を担う職員への支援、各部会への支援等） 

 

「評価役」 

□評価項目の策定と実施 

□全教職員の評価の取りまとめ（各回の研修の評価や、中間・年度末評価等） 

□評価の分析による研修内容や運営方法の改善 
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   ② 計画的・継続的な園内研修の推進 

○園内研修の目的・目標の共通理解 

園内研修は、園のよさや強みを強化し、課題解決にむけて更なる教育・保育の質の向

上を図るとともに、教職員の資質能力の向上を目的に組織し、園全体で計画的・継続的

に実践することが大切です。園内研修での協働的な実践の積み重ねが、子どもの成長に

還元され、園目標の達成につながっていきます。 

研修を推進するに当たり、何のために行うのか、何を目指すのかといった目的・目標

を明確にし、全職員の共通理解を十分に図ることが必要です。十分な共通通理解が継続

的に園内研修に取り組む姿勢を持続させ、深まりをもたせます。 

 

   ○研修計画の作成 

園内研修では、「研究」に関する研修とテーマを掲げて行う研修を年間にバランスよく

配列して実施するケースがよく見られます。 

「研究」に関する研修は、研究主題を設定し、公開保育研究会やエピソード記録を用

いた研修等、研究内容に関する研修を実施することです。日常の保育実践との関連を図

りながら年間を通じて進めていきます。「研究」による継続的な検証は、園の教育・保育

目標の具現化を図ることにつながるとともに、教職員一人一人の指導力の向上を図り、

子どもの望ましい発達を促すことにつながります。また、全職員が同じ課題の解決に向

けて取り組むことから、互いに学び合い、高め合っていく同僚性が育まれ、園全体の組

織力も向上します。 

テーマを掲げて行う研修は、保健、安全、食育等のテーマ別に実施する研修です。教

職員全体で共通理解を図る必要のある内容や、専門的知識の獲得や実践力向上を図るた

めの内容を精選し、実施時期を考慮しながら取り入れます。研修計画の作成に当たって

は、「研究」に関する研修や、テーマを掲げて行う研修を園外研修の日程を加味しながら

年間にバランスよく配列し、作成することが大切です。 

         

研修年間計画（例） 

段

階 
月 

研 究 

〈方法〉［形態］ 

テーマ別研修 

〈方法〉［形態］ 

園外研修 

（参加者） 

 

 

体

制

と

計

画

の

確

立 

４ ９研究内容の提示・検討（主題、理由、仮

説、方法、組織等）〈説明、協議〉［全

体］ 

9アレルギー園児の確認 

〈報告〉［全体］ 

13食育、保健、安全、幼小接

続部会での検討（年間計画検

討、作成、共通実践事項の洗

い出し）   〈協議〉［各部

会］ 

17上記各部会の提案 

（年間計画、共通実践事項等） 

〈説明〉［全

体］ 

18 新採研Ⅰ 

（Ａ） 

23架け橋研Ⅰ 

（Ｂ） 

26園長研  

（園長） 

 

11研究内容の決定、年間研修計画の提示 

〈説明・協議〉［全体］ 

23研究の視点の検討（各年齢）、年間研修

計画の決定、研究構造図の提示、公開

保育の運営方法等の確認       

〈説明・協議〉［全体］ 

27研究計画の配布、最終確認  

〈説明〉［全体］ 
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保

育

実

践 

・ 

研

究

協

議 

５ 21指導案検討（４歳児） 

〈協議〉［実践研修Ａ（以上児）、研究推

進委員］ 

１エピペン講習 

〈食育部会説明・練習〉［全体 

７感染症対策（嘔吐物処理等） 

〈保健部会説明・確認〉［全体］ 

18エピソード記録による幼児

理解（１・３歳児） 

〈事例検討〉［実践研修Ｃ（混

合）］ 

17教頭研 

（主任） 

18 園内研担当

者研（C） 

 

25指導案配付、公開研究会の運営の確認 

〈確認〉［各担当、研究推進委員］ 

30園内保育公開研究会（28～保育参観） 

〈保育参観、研究協議〉［全体］ 

６ 11指導案検討（２歳児） 

〈協議〉［実践研修Ｂ（未満児）、研究推

進委員］ 

５救命救急の実技講習 

（事故・怪我の初期対応） 

〈消防署員指導〉［全体］ 

7 中堅研（D） 

15指導案配布、公開研究会の運営の確認 

 

〇ＰＤＣＡサイクルを機能させた園内研修の推進 

計画的・継続的に園内研修を実施するためには、ＰＤＣＡサイクルを機能させることが

大切です。ＰＤＣＡサイクルとは、前年度の改善に基づいた園内研修の計画（Plan＝

「Ｐ」）の設定、計画に沿った実施（Do＝「Ｄ」）、目標に照らした評価による実践内容の

検証（Check＝「Ｃ」）、成果と課題を踏まえた改善（Action＝「Ａ」）のサイクルを実施

することです。保育の現場では子どもの姿を捉えること（実態把握）から保育が始まるた

め、サイクルのイメージとしてはＡを起点としてＰＤＣＡサイクルを機能させるイメージ

をもつことがよいでしょう。これら一連のサイクルにより、研修（研究）と実践が結び付

き、計画的・継続的な園内研修を推進することが可能になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・園内研修の体制・組織づくり  

・園目標等を踏まえた園内研修計画（研究

を基盤とした研修計画）の作成 

・園内研修の目的・目標等の全職員による

十分な共通理解 

Ｐ計画～計画の立案と共通理解 

・研究推進委員会のコーディネートによる

研修計画に基づいた組織的・計画的な研

修の実施 

・園内研修での学び（成果や課題）を生か

した日々の保育実践 

Ｄ実施～計画に基づいた実践 

・園内研修の評価や子どもの実態把握を基

にした目標達成状況の分析と課題の共有 

・課題解決のための優先順位を考えた改善

策の検討と改善内容を踏まえた次年度の

園内研修計画の構想 

Ａ改善～実態把握と改善計画 

・評価計画に基づいた個人及び組織によ

る評価の実施 

・子どもの変容に関する評価と成果や課

題を共有 

・  

Ｃ評価～研修内容や方法の評価 

園内研修のＰＤＣＡサイクル（例） 
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   ○研修内容の評価と改善 

研究の評価は、子どもの望ましい変容を促すために、研修の推進計画や方法が適切だっ

たかどうかを検討し、研究の成果と課題を明らかにすることを目的に行います。評価の項

目や観点を明確にし、ＰＤＣＡサイクルの全ての段階について年間の見通しをもって行う

ことが大切です。 

園内研修計画を作成する段階から、評価の項目や観点、方法を明確にし、年度末だけで

なく各研修後の評価や中間評価などにより、全職員から評価を取りまとめます。そして、

その評価を分類し、研修の成果や子どもの姿の変容を捉え整理するとともに、教育・保育

の改善に努め、次年度の研究の方向性を定めます。 

また、研修の運営面の評価も実施し、運営方法の改善を図るようにします。 

 

③ 園外研修の効果的な活用 

○目的に応じた研修会への参加と園内での共有化 

教職員の研修への意欲や学びの質を高めるためには、園内研修と園外研修との有機的

な関連を図ることが重要です。有機的な関連とは、園外研修で日常と異なる視点や考え

方に触れて学んだことを園内研修で生かしたり、園外研修に臨む時に園内研修と結び付

いた内容を目的に応じて選択したりするなど、互いにその研修の機能を踏まえて関連さ

せることです。 

園外研修に参加するに当たっては、参加する園外研修の目的と、自園の課題、自園ま

たは自己の研修の目的との関連を事前に捉え、ねらいを明確に理解して参加することが

望まれます。また、園外研修の報告が単なる情報提供にならないように、園外研修での

成果を園内の課題や園内研修との関連を具体的に示し、全職員で共有化を図ることが大

切です。このような関連を図ることによって、園外研修がそれだけで途切れずに園内研

修や保育実践で活用されるようになります。園外研修における学びと日々の保育実践と

の往還を通して、自身の学びの深まりや園内の保育者間の学び合いが促進され、教育・

保育の質の向上につながります。 

 

 （３）地域に根ざす教育･保育の充実 

国では、幼稚園、保育所、認定こども園といった就学前教育・保育施設等の種類に問わ

ず、就学前教育・保育の質の向上を推進しています。就学前教育・保育施設等と小学校等

との連携を強化し、子どもの育ちと学びがつながるように教育・保育の充実・改善にも取

り組んでいます。 

本県では、文部科学省の委託を受け、平成 28年度から３年間「わか杉っ子！育ちと学

び支援事業」（幼児教育の推進体制構築事業）を、平成 31年度から３年間「わか杉っ子！

育ちと学びステップアップ事業」（幼児教育推進体制の充実・活用強化事業）を、令和４年

度より３年間「わか杉っ子！育ちと学び支援事業」（幼児教育推進体制を活用した地域の幼

児教育の質向上強化事業）を実施しています。また、平成 31 年度から幼児教育センター

（サテライトセンターを含む）を設置し、県と市町村が連携しながら各施設の教育・保育
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改善及び保育者の資質向上を支援する体制を構築しています。 

県と市町村が連携し、市町村の実情に即した幼児教育推進体制が構築されることで、乳

幼児期及び幼保小接続期の教育・保育の質的向上を図ることを目的とし、展開しています。 

 

① これまでの本県の就学前教育・保育の推進体制における成果と課題 

本県では、平成 28年度から市町村の就学前教育・保育の推進体制の構築に向けて取組

を推進し、支援してきました。幼児教育推進体制を構築して取り組んでいる市町村は、令

和６年度は 10市村まで増えています。 

本県の就学前教育・保育の推進体制における成果と課題は、次のことが挙げられます。 

＜成果＞ 

・園の課題解決に向け、県の指導体制（県指導主事及び幼保指導員の訪問指導）を主体的

に活用する園が増えました。 

・市町村が主体となり、幼児教育の推進体制による園のニーズに即したきめ細かい継続的

な支援が行われている地域が増えてきています。 

・市町村が就学前教育・保育施設等を対象に研修会を企画・実施し、保育者の資質向上に

つなげています。また、近隣の園で学び合う体制づくりが見られる地域もあります。 

・市町村の実態に応じた幼保小関係者による連携・協働による架け橋期のカリキュラムの

開発・実施の取組が促進されています。 

＜課題＞ 

   ・幼児教育推進体制の中心的な役割を担う教育・保育アドバイザーのよさを理解している

ものの配置できず、推進体制の構築が進まない市町村があります。 

・子どもの自発的な活動としての遊びを通した育ちと学びの連続性を踏まえた教育・保育

に向けた支援が必要とされている地域もあります。 

・育ちや学びの連続性を踏まえた乳幼児期の教育・保育と小学校教育との円滑な接続の必

要性は理解が広がっています。しかし、幼保小関係者による連携・協働による架け橋期

のカリキュラムの開発・実施の取組状況は、市町村において様々な現状です。 

 

② 県と市町村の連携・協力によるこれからの教育・保育の推進体制の充実 

本県が抱える課題の解決を図るとともに、就学前教育・保育の更なる質的向上を目指し

ます。県では今後も県と市町村の連携・協力による就学前教育・保育の推進体制構築を推

進していきます。 

県では、市町村教育・保育アドバイザーの育成・支援や、市町村の主体性を尊重した県

指導主事及び幼保指導員の訪問指導など、各市町村の実情に応じた支援をしています。ま

た、関係各課・所や大学関係者等との連携により、市町村及び園の様々な課題解決に向け

た情報提供を行う体制を充実させます。 
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市町村において、園のニーズに応じた

市町村教育・保育アドバイザーの配置や継

続的な支援、園の主体性や保育者の協働性

を発揮した地域での研修体制を構築し、地

域に根ざした教育・保育の充実を図ってい

きます。 

 

 

 

 

 

 

園における教育・保育アドバイザーの主な活用（例） 

目的 園での活用方法 

保育実践の指導 

 

□巡回訪問、要請による訪問での教育・保育内容に対する指導助言  

□各種計画（全体的な計画・指導計画・研修計画等）に対する指導 

園内研修の支援 

 

□研修内容に対する指導 

□研修方法の提供・指導 

公開保育の指導 

 

□指導案の作成支援や当日の保育内容に対する指導助言 

□グループ協議のファシリテーション 

□全体進行、近隣地域からの参加者への対応 

□複数園が参加する研修の提案や支援 

保育者の個別支援 □個別面談による各保育者の課題解決支援 

□キャリアに応じた保育士への支援 

幼保小接続の支援 □小学校教育への円滑な接続の取組の把握 

□幼保小連携の企画と支援（研修会の運営、校区ごとの接続期のカリキ

ュラム検討会での指導助言等） 

 

地域での研修会・事業（例） 

目的 研修内容 

保育者の専門性向上 □市町村の教育・保育の課題を踏まえた講演会 

□近隣市町村との連携による公開保育研究会 

□特別支援、保護者支援、保健・安全等の課題別研修会 

□保育者のキャリアステージに応じた研修会 

（主任、ミドルリーダー、研修リーダー、新人保育者、保育補助者） 

□担当年齢別研修会 

□園の課題に応じた研修会（オーダーメイド研修会） 

□保育実践研究発表会 

近隣地域の保育者も参加した公開保育研究会 
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就学前教育・保育と

小学校教育の円滑な

接続 

□幼保小連携に関する研修会 

・乳幼児と児童の交流や教職員の連携の計画立案に向けた学区別の協議 

・実践発表、事例紹介 

□双方の教育の理解促進を図る研修会 

・公開保育・公開授業による子どもの 

育ちと学びについての協議 

・小学校生活科担当及び幼児教育担当 

指導主事による講話 

・接続期のカリキュラムを基にした 

子どもの育ちについての情報交換 

□保育・授業参観、研究協議参加 

□保育・授業参加（相互職場体験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校教員と保育者による協議 
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３ 家庭や地域に開かれた園運営 

 （１）学校（園）評価の活用 

幼稚園・保育所・認定こども園等には、保護者や地域住民の信頼に応え、家庭や地域社

会と連携・協力し、一体となって乳幼児の健やかな成長を支えていくことが求められてい

ます。各園では教育・保育活動その他の園運営状況について評価を行い、その結果に基づ

き園運営の改善を図っていますが、その評価結果を公表するだけでなく、評価に保護者や

地域住民に参加していただくことで、一層地域に開かれた園運営の実現が可能となります。 

   

評価の実施手法 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

第三者評価 

学校(園)の自己評価 

保護者アンケートは 

     学校(園)関係者評価？ 
 

学校(園)の自己評価を行う上で、

保護者や地域住民を対象とするアン

ケートを実施したり、保護者等との

懇談会を通じて、どのような意見や

要望をもっているのかを把握したり

することは重要です。これらの情報

に基づいた評価は教職員によって行

われた園の自己評価の客観性や透明

性を高めることになります。 

ところで、これまで、このようなア

ンケートや懇談会の実施を「外部評

価」として捉えられてきた例も見ら

れました。しかし、現在はそれにとど

まらず、「学校(園)関係者評価」とし

て保護者等による評価の実施に努め

ることが法令上求められています。

アンケート等は学校(園)の自己評価

の参考資料であり、学校（園）関係者

評価とは異なることに気を付けてく

ださい。 

  園運営に関し、外部の専
門機関等を中心とした評価
者による専門的視点から行
う評価 

 

第三者評価とは？ 
  

 第三者評価とは、園とその設置者

が実施者となり、園運営に関する外

部の専門機関等を中心とした評価者

により、学校(園)の自己評価や学校

(園)関係者評価の実施状況も踏まえ

つつ、教育・保育活動その他の園運

営の状況について、専門的視点から

評価を行うものです。 

 第三者評価は、園運営の改善によ

る教育・保育水準の向上を主たる目

的とし、学校(園)の自己評価や学校

(園)関係者評価に加え、学校(園)評

価全体を充実する観点から評価し、

その結果を踏まえて、園の優れた取

組や今後の園運営の改善につなげる

ための課題や改善の方向性等を提示

します。評価の実施体制は、地域や

園の実情等に応じて、柔軟に対応し

ます。 

 学校(園)評価の最も基本と
なるもの。一人一人の自己点
検レベルのものではなく、施
設長のリーダーシップの下、
全職員が参加して行う評価 

学校(園)関係者評価 

 保護者、地域住民等の園関
係者などにより構成された評
価委員会等が、園の自己評価
の結果について評価する。自
己評価を実施している園が次
に取り組む評価 
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①  学校(園)の自己評価の実施 

学校(園)の自己評価とは、園の教育・保育、その他の園運営状況について、園長のリー

ダーシップの下、全職員が参加して評価するものです。学校(園)の自己評価を実施するた

めには、前年度末または新年度スタート時に、目標の設定と評価項目の作成が必要です。

目標を設定する際は、全職員が参加して園のよさ・強み及び課題を様々な視点から明らか

にし、それに基づいて設定することが大切です。秋田県では課題解決に向けて確実に取り

組むことができるように、目標をいくつかに絞り、重点目標として設定することを奨励し

ています。 

 

                学校(園)の自己評価の進め方とポイント               

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・重点目標は園の課題に即した

具体的で明確なものにするこ

とが大事です。また、評価項目

については、結果だけではな

く過程（プロセス）にも着目す

ることが大事です。 

・保護者が入園を選択できると

いう就学前の特性を考える

と、園の保育に係る情報につ

いて積極的に提供すること

が大事です。 

・重点目標に対する園の取組に

ついて理解していただくた

めに、保育参観や行事等で子

どもの様子を実際に見てい

ただくことが有効です。ま

た、必要に応じてアンケート

を実施し、意見や要望などを

把握することも大事です。 

・園だよりの他にも、PTA総会

など保護者等の集まる場を

利用して直接説明をしたり、

地域広報誌やＷeb ページに

掲載したりして公表してい

る園もあります。 

・全職員の参加により、組織的

に自己評価を行います。その

際、保護者等を対象に行うア

ンケート等の結果を活用す

ることも大事です。 

・自己評価の結果だけでなく、

今後の改善方策についても

まとめておくことが大切です。 

どのように重点目標を設定

し評価項目を作成するの？ 

 

各園においては、教育・保育の

基本となるべき園目標の他に、

「明るい子」「最後までがんばる

子」など目指す子ども像を示し

ています。これらは、園運営を通

じて目指す理想の姿を示すもの

であり、普遍的・抽象的な内容で

あることが多くなっています。 

 

このため、園目標を実現する

ためには、それとは別に園目標

や園長をはじめ教職員の目指す

理想、園の状況等を踏まえて、重

点的に取り組むことが必要な目

標を具体的かつ明確に定める必

要があります。特に重点的に取

り組むことが必要な目標等は、

園が伸ばそうとする特色や前年

度の園評価の結果を踏まえた解

決を目指す課題に応じて精選し

ます。 

重点目標等の達成に向けた具

体的な取組などを評価項目とし

て設定します。 

また、評価項目の達成状況や

達成に向けた取組の状況を把握

するために必要な指標や、指標

の達成状況等を把握・評価する

ための基準を、必要に応じて設

定することもあります。 

●重点目標の設定  

●評価項目の作成  

 

●重点目標の周知 
 ・園だより 
 ・保護者会等 
●情報・資料の収集・整理 
 ・保育参観 
 ・行事等への招待 
 ・保護者アンケートの実  

  施と分析  

●自己評価の実施    

●結果と改善方策のまとめ 

  

設置者 保護者等 

●重点目標の設定 
●評価項目の作成 

３ 

月     

 

 

４ 

月   

 

５ 

月   

 

６ 

月   

 

７ 

月  

 

８ 

月  

 

９ 

月  

 

１０

月   

 

１１

月   

 

１２

月  

 

 

１ 

月  

 

 

２ 

月     

 

３ 

月          

 

 

●職員による中間的な評価 
 ・施策の修正  

 

●情報・資料の収集・整理 
 ・保育参観 
 ・行事等への招待 
 ・保護者アンケートの  

  実施 

●報告書の作成と公表 
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② 学校(園)関係者評価の実施 

学校(園)関係者評価とは、在籍する乳幼児の保護者を加えることを基本に、学校(園)に

関係した方々で構成された委員（以下、「学校(園)関係者評価委員」という）の皆さん

に、学校(園)の自己評価の結果について評価していただくものです。学校(園)関係者評価

委員の皆さんに評価いただくことで、園の自己評価の客観性・透明性が高まり、保護者

や地域からの信頼へとつながります。また、委員の皆さんから有益な情報を得たり、支

援を受けられたりする場合も少なくありません。学校(園)関係者評価は、園・家庭・地域

を結ぶ「コミュニケーション・ツール」として有効です。 

 

          学校(園)関係者評価の進め方とポイント    

           

 

 

 

 

 

 

 

                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
●重点目標の設定  

●評価項目の作成  

●重点目標の周知 
 ・園だより 
 ・保護者会等 
●情報・資料の収集・整理 
 ・保育参観 
 ・行事等への招待 
 ・保護者アンケートの実  

  施と分析  

 

●自己評価の実施    

●結果と改善方策のまと

め 

  
 

設置者 保護者等 

●重点目標の設定 
●評価項目の作成 

●職員による中間的な評価 
 ・施策の修正  

 
●情報・資料の収集・整理 
 ・保育参観 
 ・行事等への招待 
 ・保護者アンケートの  

  実施 

●報告書の作成と公表 

・在籍する乳幼児の保護者を評価委
員に加えることを基本として、そ
の他、例えば、評議員、地域住民
や地元企業関係者、接続する小学
校等の教職員などが考えられる。 
・依頼の際には、乳幼児に関する個
人情報の保護、守秘義務や、どの
ような事務負担が生じるかなど
を説明し、理解を得ることが大事で
ある。 

●評価委員会を組織  

 ・委員の依頼  

・本年度の重点目標など具体的な目
標や計画を説明するとともに、自
己評価や学校(園)関係者評価の実
施スケジュールを説明する。 

●第２回委員会  

・自己評価の結果と改善

方策について評価を実

施 
・学校(園)関係者評価の

結果の報告書の作成  

 

 

 

●保育参観・行事参加 
 ・乳幼児の様子 
 ・教職員の様子 
 ・施設の様子 
 ・保護者の様子 

・評価委員会には、園が行った自己評
価の結果及びそれを踏まえた今後
の改善方策について、例えば次の
内容を評価していただく。 

 ①自己評価の結果の内容は適切か 
 ②今後の改善方策は適切か 
 ③重点目標や計画、評価項目等は

適切か 
 ④園運営の改善に向けた取組は適

切か 

３ 

月     

 

 

４ 

月   

 

５ 

月   

 

６ 

月   

 

７ 

月  

 

８ 

月  

 

９ 

月  

 

１０

月   

 

１１

月   

 

１２

月  

 

 

１ 

月  

 

 

２ 

月     

 

３ 

月          

 

 

４ 

月 

 

 

・園は学校(園)評価を実効性のある

取組とするため、自己評価及び学

校(園)関係者評価の結果並びに今

後の改善方策を、次年度の重点目

標等の設定に反映したり、具体的

な取組の改善を図ることに活用し

たりする。 

●第1回委員会  

 ・重点目標について  

 ・今後の予定について  

・園は学校(園)関係者評価の結果及

び今後の改善方策について、保護

者や地域住民等に公表するととも

に、報告書を設置者に提出する。 

 

・学校(園)関係者評価の実施に先立
ち、教育・保育活動の参観や、施
設・整備の観察、園長など教職員
や乳幼児との対話などを通して、
園の状況について共通理解が深め
られるように留意する。 
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なお、園が抱える課題等を把握するためには、全方位的な点検・評価も大切です。重点

化された目標等に評価が偏りすぎては、園運営全体における力点の置き方に均衡を失うこ

ともあります。 

このことから、日々の園運営の中で必要に応じ幅広な「全方位型」の点検等を行うこと

も必要です。例えば、一定の時期（数年に一度など）に全方位的な点検を実施したり、数

回の実施により多岐の領域を評価したりしていくことも考えられます。以下の評価項目等

を参考にしてください。 

 

   【重点的に取り組むべき目標と全方位的な点検を組み合わせた評価項目の例】 

 

１ 今年度の重点的な取組についての評価 

項目 具体目標 番号 評 価 内 容 

教 
育 
課 
程 
・ 
指 
導 

各年齢の発達
を保障しなが
ら、年齢の異
なる子どもが
交流し関わり
合う場を保障
する。 

１ 各年齢の発達の特徴を理解しているか。 

２ 
指導計画は、各年齢の発達に応じた内容で作成され
ているか。 

３ 
指導計画に基づく実践や援助の仕方が年齢の育ちを
保障するものであったか。 

４ 
実践したことを評価し、互いに結果を共有し、改善策
を見いだしているか。 

５ 
自己評価実施計画を作成し、評価項目の作成や評価、
結果の共有化と改善策の表出を行ったか。 

学 
校

(園) 
評 
価 

自園の課題解
決に向け、全
職員で重点的
な取組を設
け、自己評価
を行い、改善
に結び付け
る。 

６ 
園の重点的な取組や園目標の達成を検証できる適切
な評価項目であったか。 

７ 
全職員が協働性を発揮し、自己評価できる体制づく
りと役割分担であったか。 

８ 
全職員が評価計画に基づき、年に２回の自己評価を
実施し、改善に結び付けたか。 

２ 全方位的な評価 

項目 実施年度 番号 評 価 内 容 

研 
修 
関 
係 

今年度 

１ 
園目標達成に向け、課題と思われる点を精選し、解決
への具体的な手立てを設定し、計画的に園内研修を
進められたか。 

２ 
協働性を発揮できる役割を分担し、各保育者が主体
性を発揮して研修に取り組む環境を整備したか。 

３ 
研修結果を適切に評価し、研修の進め方に対する改
善を図ったか。 

安 
全 
管 
理 

毎年度 

４ 
策定した安全計画に基づき、避難訓練や交通安全指
導等の実施及び改善を図っているか。 

５ 
健康・安全に関する子どもの主体的な判断力を高め
る指導を実施できているか。 

６ 
感染症やアレルギー等安全に対する研修を重ね、職
員の理解を深めるとともに、マニュアルを作成し、共
通実践しているか。 

組 
織 
運 
営 

隔年度 
７ 

園運営のビジョンや重点目標等が共有され、達成に
向けた手立てを見だし、個々の職員が運営に十分に
参画できたか。 

８ 園運営を円滑に進めるための職員会議や担当者の打
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合せは、適切に行われたか。 

 （２）子育ての支援 

近年、少子化、家族形態の変化、情報化、経済的困難等による孤立感や不安感を抱えた

保護者への支援が必要となっています。 

保護者に対する子育ての支援に当たっては、相互理解を基本に、幼稚園・保育所・認定

こども園等の特性や保育者の専門性を生かして、保護者が子どもの成長に気付き子育ての

喜びを感じられるように努める必要があります。 

また、子どもの育ちを家庭と連携して支援していくとともに、保護者及び地域が有する

子育てを自ら実践する力の向上につなげることが大切です。 

 

① 保護者の受容と自己決定の尊重 

子育ての支援に当たっては、保育者には、一人一人の保護者を尊重しつつ、ありのまま

を受け止める受容的態度が求められます。 

例えば、毎日の送迎時においては、保育者の思いやりのある言葉掛けや笑顔により、保

護者は安心して子どもを預けることができるでしょう。また、子どもの成長の様子や体調

について、細やかな視点で保護者に伝えることによって、子育ての喜びを共有することが

でき、保育者への信頼が深まっていきます。 

保護者の中には、不適切と思われる養育態度や行動が見受けられる場合があります。そ

の背景を探っていくと、深い悩みや問題を抱えていることが少なくありません。一見、不

適切と思われる養育態度や行動も保護者を理解する手掛かりとする姿勢をもち、援助を目

的として敬意をもってより深く保護者を理解することが保護者を受容するということで

す。また、援助の過程においては、安心して話をする状態を保障しながら、プライバシー

の保護や守秘義務を前提とし、保護者自らが選択、自己決定していくことを尊重するよう

にします。 

保護者の状況をありのままに受容する基本的姿勢を園全体で共通認識し、よりよい子育

て支援を行っていくことが大切です。 

 

② 様々な機会の活用と相互理解 

家庭と園が互いに理解し合い、その関係を深めるためには、園の保育の意図を理解でき

るように丁寧に説明し、保護者の疑問や要望には対話を通して誠実に対応することが必要

です。また、日常の保育に関連した様々な機会を活用し、子どもの様子を具体的に伝え合

い、子どもへの愛情や成長を喜ぶ気持ちを共有することが大切です。 
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③  園内の支援体制の整備と保護者に対する個別の支援 

園に在籍する保護者の状況は、就労や生活形態、個別の家庭的事情や背景の違いによ

って一人一人違います。就労と子育ての両立、子どもの障害や発達上の課題に悩む保護

者、外国籍家庭やひとり親家庭、経済的困難を抱える家庭等については、それぞれの状

況に配慮した個別の支援が求められます。 

園内においては、いつでも誰でも気軽に子育ての相談に応じられるようにしたり、保

護者の状況を日頃から共通理解したりして、園全体で組織的に支援できるよう、支援体

制を整備する必要があります。 

 

 

て 

園だよりや連絡帳等で、子どもの気

持ちや感じていることを細やかに伝

え、子育ての喜びを共有しています。 

連絡帳、保護者への園だより、ドキュメンテーションを活用した掲示、送迎時の対

話、教育・保育の参観や参加、親子遠足や運動会などの行事、入園前の見学、個人

面談、家庭訪問、保護者会等 

保護者との相互理解のための手段や機会 

ああ 

お迎えの時間も保護者と

の大切なコミュニケーシ

ョンのひととき 



                     50 

④ 不適切な養育や虐待が疑われる場合について 

不適切な養育や虐待が疑われる場合には、園と保護者との間で子育てに関する意向や気

持ちにずれや対立が生じうる恐れがあることに留意し、日頃から保護者との接触を十分に

行って、保護者と子どもとの関係に気を配らなければなりません。その上で、市町村や関

係機関と連携し、適切な対応を図ります。 

早期発見のためには、日常から子どもの心身の様子や生活の状況を細やかに把握し、そ

の上で虐待が疑われる場合には、速やかに市町村または児童相談所に通告し、子どもを適

切に保護することが必要です。 

⑤ 地域に開かれた子育ての支援 

地域における子育ての支援においては、専門的で豊富な知識・技術をもった保育者が、

園の特性を生かして支援を行うことが、地域を支える大きな力となります。その際、地域

の実情を踏まえ、関係機関との連携や協働、子育て支援に関する地域の様々な人材の積極

的な活用の下で展開されることで、子どもの健全育成や地域の活性化につながることが期

待されます。 

 

 

 

 

 

 

     

行政・福祉機関等 

○市町村（保健センター等の母子保健部門・子育て支援部門等） 

○要保護児童対策地域協議会 

○児童発達支援センター 

○児童発達支援事業所 

○民生委員、児童委員、主任児童委員 

○地域子育て支援拠点 

○子育て世代包括支援センター 

○ファミリー・サポート・センター 

○関連 NPO法人（子育てサポーター等） 

就学前教育・保育

施設 

○地域型保育（家庭的保育、小規模保育、居宅訪問型保育、事業所内保育） 

 

教育機関 ○教育委員会、小学校等、中学校、高等学校、特別支援学校 

医療機関 ○県立医療療育センター 

 

 

 

園が特に連携や協働を必要とする地域の関係機関や関係者 

○秋田県北児童相談所  （所在地：大館市十二所字平内新田２３７－１） 

○秋田県子ども・女性・障害者相談センター （所在地：秋田市手形住吉町３－６） 

○秋田県南児童相談所   （所在地：横手市旭川一丁目３－４６） 

秋田県内の児童相談所 
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４ 就学前教育・保育の振興及び理解推進 

近年、人間としての生き方に大きな影響を与えると言われる乳幼児期の教育・保育の重

要性について認識が高まっています。 

一方、著しい社会情勢の変化に伴い、保護者の育児不安や地域社会における教育力低下

など、課題も抱えています。その解決に向けて、保育者には高い専門性が求められていま

す。県は、保育者に対する研修の機会提供や市町村に対する質の高い教育・保育の推進体

制構築への支援等により、教育・保育の理解と振興を図ります。 

 

（１）秋田県就学前教育振興アクションプログラムⅡの活用 

○所管研修や訪問指導を通した秋田県就学前教育振興アクションプログラムⅡの理解推進 

県では、年度始めの園長等運営管理協議会や教頭・主任等研修会といった所管研修や

訪問指導等でアクションプログラムⅡを積極的に活用し、その理解推進を図ります。各

園では、園内研修はもちろん、日々の保育の振り返り等においてアクションプログラム

Ⅱを活用してほしいと思います。 

   

  ○幼保推進課保育情報サイトを通した教育･保育に関する情報提供 

県では園の保育の充実に向けて必要な情報をWEBページで発信していきます。 

      わか杉っ子元気に！ネット 

      https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/77520 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/77520
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（２） 教育・保育の充実に向けた支援 

○研修の機会提供や訪問指導等による質の高い教育･保育に向けた支援 

県では、子どもの居場所がどこであっても子どもたちが質の高い教育・保育の提供が

受けられるように、園からの求めに応じて訪問指導を行ったり、園内研修等を支援した

りします。 

 

○市町村や関係機関との連携を図った就学前教育・保育の一層の推進 

県は市町村や各種機関が主催する公開保育研究会や研修会等の支援を積極的に行うと

ともに、市町村や関係機関が主体的・計画的・継続的に研修会を実施できるように支援

を行います。 

 

○市町村による乳幼児期の教育･保育と小学校教育との円滑な接続に向けた支援の充実 

県は乳幼児期の教育・保育と小学校教育との円滑な接続を推進するために、「幼保小

の架け橋プログラム」の取組への支援をしています。また、就学前教育・保育施設職員

と小学校等職員とが計画的・継続的に子どもの育ちと学びについて、情報共有や相互理

解を深められる機会を設定できるよう、市町村に向けて関係部局が連携・協働した体制

の構築、整備、活用強化への助言及び支援を進めていきます。 
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○育てたい子どもの姿とこれからの保育（2018 編 無藤隆、発行 株式会社ぎょうせい） 

〇秋田県特別支援教育校内支援体制ガイドライン（四訂版）（令和６年３月 秋田県教育委員会） 

○保育所等における在園児の保護者への子育て支援（令和５年３月 こども家庭庁） 

○スタートカリキュラムスタートブック 

（平成 27年 1月 文部科学省 国立教育政策研究所 教育課程研究センター） 

○発達や学びをつなぐスタートカリキュラム スタートカリキュラム導入・実践の手引き 

（平成 30年３月 文部科学省 国立教育政策研究所 教育課程研究センター） 

○秋田県教職キャリア指標（秋田県教育委員会） 
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Ⅴ 資料 

〇幼保小の架け橋プログラムの実施に向けての手引き（初版） 

（令和４年３月 文部科学省） 

 

 

○幼保小の架け橋プログラムの実施に向けての手引きの参考資料（初版） 

（令和４年３月 文部科学省） 

 

 

 

〇架け橋期のカリキュラム開発に関するガイドライン（初版） 

（令和６年４月 秋田県教育庁幼保推進課） 

 

 

 

〇保育をもっと楽しく 保育所における自己評価ガイドライン ハンドブック 

（令和２年３月 厚生労働省） 

 

 

〇教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン 

（平成２８年３月 こども家庭庁） 

【施設・事業者向け】 

 

 

 

【自治体向け】 

 

 

 

【発生時対応】 

 

 

 

〇保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン 

（令和５年５月 こども家庭庁） 
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〇保育所におけるアレルギー対応ガイドライン（平成３１年４月 厚生労働省） 

 

 

 

〇学校給食における食物アレルギー対応指針（平成２７年３月 文部科学省） 

 

 

 

〇不適切な保育の未然防止及び発生時の対応についての手引き 

（令和３年３月 株式会社キャンサースキャン） 

 

 

 

〇保育所・認定こども園等における人権擁護のためのセルフチェックリスト 

（平成２９年３月作成 平成３０年４月一部改訂 全国保育士会） 

 

 

 

〇保育所等における在園児の保護者への子育て支援（令和５年３月 厚生労働省） 

  

 


